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令和４年第１回府中町議会定例会 

会 議 録（第３号） 

 

１．開 会 年 月 日     令和４年３月４日（金） 

２．招 集 の 場 所     府中町議会議事堂 

３．開 議 年 月 日     令和４年３月１４日（月） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

４．出席議員（１８名） 

   議長  益 田 芳 子 君    副議長  西 山   優 君 

   １番  川 上 翔一郎 君     ２番  宮 本   彰 君 

   ４番  狩 野 雄 二 君     ５番  坂 田 栄 一 君 

   ６番  田 中 伸 武 君     ７番  山 口 晃 司 君 

   ８番  二 見 伸 吾 君     ９番  梶 川 三樹夫 君 

  １０番  西   友 幸 君    １１番  寺 尾 光 司 君 

  １２番  力 山   彰 君    １３番  三 宅 健 治 君 

  １４番  齋 藤   昇 君    １６番  橋 井   肇 君 

  １７番  児 玉 利 典 君    １８番  木 田 圭 司 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

５．欠席議員（０名） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

６．付議事件 

  １ 会議録署名議員の指名 

  ２ 第１３号議案 府中町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例 

           の一部改正について 

  ３ 第１４号議案 府中町職員の給与に関する条例及び府中町会計年度任用職員の 

           給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

  ４ 第１６号議案 府中町国民健康保険条例の一部改正について 

  ５ 第１７号議案 府中町国民健康保険税条例等の一部改正について 

  ６ 第２０号議案 府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の全 

           部改正について 
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  ７ 第 ５号議案 令和４年度府中町一般会計予算 

  ８ 第 ６号議案 令和４年度府中町土地取得特別会計予算 

  ９ 第 ７号議案 令和４年度府中町国民健康保険特別会計予算 

 １０ 第 ８号議案 令和４年度府中町介護保険特別会計予算 

 １１ 第 ９号議案 令和４年度府中町後期高齢者医療特別会計予算 

 １２ 第１０号議案 令和４年度府中町下水道事業会計予算 

     (予算特別委員会解散) 

 １３ 一般質問 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

７．説明のため会議に出席した者 

      町 長   佐 藤 信 治 君 

      副 町 長   齋 藤 哲 也 君 

      教 育 長   新 田 憲 章 君 

      総 務 企 画 部 長   増 田 康 洋 君 

      財 務 部 長   胡 子 幸 穂 君 

      福 祉 保 健 部 長   山 西 仁 子 君 

      町 民 生 活 部 長   金 光 一 隆 君 

      建 設 部 長   井 上 貴 文 君 

      消 防 長   新 宅 和 彦 君 

      教 育 部 長   榎 並 隆 浩 君 

      総務企画部次長兼総務課長   森 本 雅 生 君 

      財 務 部 次 長 兼 財 政 課 長   中 本 孝 弘 君 

      建 設 部 次 長 兼 建 築 課 長   川 口 正 幸 君 

      政 策 企 画 課 長   土 井 賢 二 君 

      情 報 管 理 課 長   藤 永 政 己 君 

      税 務 課 長   藤 田 正 明 君 

      環 境 課 長   小 路 和 司 君 

      下 水 道 課 長   原 田   司 君 

      維 持 管 理 課 長   谷 口 洋 二 君 

      教 育 委 員 会 総 務 課 長   岩 﨑 雅 男 君 
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      学 校 教 育 課 長   立 花 淑 子 君 

      社 会 教 育 課 長   山 本 進 一 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

８．職務のため会議に出席した者 

      議 会 事 務 局 長   森     太 君 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

９．議事の内容 

（開議 午前１０時００分） 

○議長（益田芳子君） 皆さん、おはようございます。 

  ただいまの出席議員は１８名で定足数に達しておりますので、議会は成立いたして

おります。よって、令和４年第１回府中町議会定例会第３日目の会議を開きます。 

  本日の議事日程でございますが、お手元に配付いたしております日程で会議を進め

てまいりたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 御異議なしと認めます。よって、議事日程のとおり会議を進め

ることと決定いたしました。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（益田芳子君） 日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

  本日は、６番、田中議員、７番、山口議員を指名いたします。よろしくお願いいた

します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（益田芳子君） 日程第２に入りますが、お手元の日程第２から日程第１２まで

の各議案は、令和４年度予算及びそれらの関連議案ですので、一括議題に供したいと

思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 御異議なしと認めます。よって、日程第２、第１３号議案、府

中町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一部改正について、日

程第３、第１４号議案、府中町職員の給与に関する条例及び府中町会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について、日程第４、第１６号議案、府

中町国民健康保険条例の一部改正について、日程第５、第１７号議案、府中町国民健
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康保険税条例等の一部改正について、日程第６、第２０号議案、府中町消防団員の定

員、任免、給与、服務等に関わる条例の全部改正について、日程第７、第５号議案、

令和４年度府中町一般会計予算、日程第８、第６号議案、令和４年度府中町土地取得

特別会計予算、日程第９、第７号議案、令和４年度府中町国民健康保険特別会計予算、

日程第１０、第８号議案、令和４年度府中町介護保険特別会計予算、日程第１１、第

９号議案、令和４年度府中町後期高齢者医療特別会計予算、日程第１２、第１０号議

案、令和４年度府中町下水道事業会計予算、以上を一括議題に供します。 

  本件につきましては、予算特別委員会に付託をしておりますので、ただいまから委

員長より審査結果を報告していただきます。 

  予算特別委員会委員長、１６番、橋井委員長。 

○１６番（橋井 肇君）  皆さん、おはようございます。令和４年度予算特別委員会

報告をいたします。 

  お手元に配付されております報告書を御覧ください。 

  令和４年３月１４日。 

  府中町議会議長益田芳子様。 

  令和４年度予算特別委員会委員長橋井 肇。 

  令和４年度予算特別委員会報告書。 

  令和４年３月７日の会議において付託された案件は、慎重に審査した結果、次のと

おり決定したので、府中町議会会議規則第６６条の規定により報告いたします。 

  第１３号議案 府中町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例の一 

         部改正について 

原 案 可 決 

  第１４号議案 府中町職員の給与に関する条例及び府中町会計年度任用職員の給与 

         及び費用弁償に関する条例の一部改正について 

原 案 可 決 

  第１６号議案 府中町国民健康保険条例の一部改正について 

原 案 可 決 

  第１７号議案 府中町国民健康保険税条例等の一部改正について 

原 案 可 決 

  第２０号議案 府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の全部改 
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         正について 

原 案 可 決 

  第 ５号議案 令和４年度府中町一般会計予算 

原 案 可 決 

  第 ６号議案 令和４年度府中町土地取得特別会計予算 

原 案 可 決 

  第 ７号議案 令和４年度府中町国民健康保険特別会計予算 

原 案 可 決 

  第 ８号議案 令和４年度府中町介護保険特別会計予算 

原 案 可 決 

  第 ９号議案 令和４年度府中町後期高齢者医療特別会計予算 

原 案 可 決 

  第１０号議案 令和４年度府中町下水道事業会計予算 

原 案 可 決 

  なお、審査過程における意見等ということで、６項目述べておきます。 

  第５号議案に対し、 

  ①防災会議には、女性や子どもも含め、多様な意見が多く取り入れられるよう努力

されたい。 

  ②府中公民館、歴史民俗資料館は新しく完成し来年度から供用開始されるが、多く

の住民の方に利用してもらえるよう努力されたい。 

  ③重層的支援体制準備事業では、複雑化、複合化する支援ニーズに対応するため、

必要な専門的知識や事実を有した人材の育成・確保にも取り組まれたい。 

  ④健康マイレージ制度で新たに導入されるアプリは、利用者が有効に活用でき、町

民の健康づくりにつながるシステムになるよう努力されたい。また、利用促進を図る

ため、ポイント還元は魅力あるものを検討されたい。 

  ⑤つばきバスの実証運行を踏まえた本運行の実施に当たり、多くの人が利用しやす

い運行ルートや料金体系について十分検討されたい。 

  ⑥長寿命化を含めた公園の整備に当たっては、遊具やトイレの設置など、より多く

の方が利用しやすい公園となるよう地域住民の意見を積極的に取り入れ、整備を進め

られたい。 
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  以上でございます。 

  町当局におかれましては、審査の過程で示された意見等を十分予算執行に生かされ

ますよう一層の努力をお願いし、令和４年度予算特別委員会の報告とさせていただき

ます。誠にありがとうございました。 

○議長（益田芳子君） ただいま予算特別委員会委員長より報告がありましたが、本件

につきましては、１８名全員による予算特別委員会において審査していただき、内容

は御理解のことと思います。よって、質疑を省略し、直ちに１議案ずつ討論、採決を

行いたいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 御異議ないようでございます。よって、１議案ずつ討論、採決

を行います。 

  また、採決の場合、現在の出席議員１８名で、その間議員数は変わらないと思いま

すので、この際、定足数の確認も省略しながら採決を進めていくこととさせていただ

きます。 

  それでは、参ります。 

  ただいまの出席議員１８名で、採決に加わる者１７名でございます。 

  お諮りします。 

  日程第２、第１３号議案、府中町特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関す

る条例の一部改正について、討論を行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第３、第１４号議案、府中町職員の給与に関する条例及び府中町会計年度任用

職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について、討論を行います。 

  討論ございますか。 
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  それでは、まず反対討論から行います。委員長の報告に対して、反対の方。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） 第１４号議案、府中町職員の給与に関する条例及び府中町会計

年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正について、反対の立場から

討論いたします。 

  令 和 ３年 の 人事院 勧 告 は 月例 給 が改定 せ ず 、 一時 金 を年間 ４ ． ４ ５月 か ら

４．３０月へと０．１５月分引き下げるというものです。慢性的な人員不足の上にコ

ロナ関連業務が加わり、職場環境は一層の厳しさを増しています。今回の勧告は町民

の命や暮らしを守るために、第一線で奮闘している職員の皆さんの労苦に冷や水を浴

びせるものです。とりわけひどいのは、会計年度任用職員の一時金を削減することで

す。現在の会計年度任用職員の一時金は年間１．４５月で、常勤職員より三月も少な

い。それを０．０５月削って１．４月にする。当町の場合は、会計年度任用職員の一

時金は月給を削って支給しました。年間支給額はほとんど変わらない名ばかり一時金

です。 

  会計年度任用職員は常勤職員と違い、一会計年度の範囲での契約ですから、年度途

中で一時金を引き下げることは、当初提示した労働条件からの不利益変更となります。

令和３年の人事院勧告は非常勤職員の給与について常勤職員の給与との均衡をより確

保し、処遇の改善が行われるよう求めています。下げることだけバランスを取るよう

なことがあってはなりません。 

  また、今年１月に総務省から出された会計年度任用職員制度の適正な運用等につい

ては、単に財政上の制約のみを理由として期末手当の支給について抑制を図ることや、

新たに期末手当を支給する一方で、給料や報酬について抑制を図ることは、改正法、

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律のことでありますけれども、この

改正法の趣旨に沿わないものであるため、こうした取扱いを行っている団体は適切な

措置を講ずることと述べており、月給を削り一時金を支給することは、法律の趣旨に

沿わないものであることは明らかです。 

  以上の理由をもって、第１４号議案に反対をいたします。 

○議長（益田芳子君） 次に、賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、以上で討論を終わります。 
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  これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 賛成多数でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第４、第１６号議案、府中町国民健康保険条例の一部改正について、討論を行

います。 

  討論ございますか。 

  それでは、まず反対討論から行います。委員長の報告に対して反対の方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 次に賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） 本条例改正は、精神・結核医療賦課金を廃止するものです。精

神医療については、府中町精神障害者通院医療費助成事業へ統合され、引き続き、自

立支援医療、通院の自己負担１０％の半額が助成されます。 

  一方、結核医療については、入院については全額公費負担であり、通院に係る自己

負担は５％、その半額である２．５％を町が助成する当町のみの制度であります。過

去１０年間、給付実績はないそうですけれども、結核は古くて新しい病気と言われ、

現在の日本の結核罹患率は人口１０万人当たり１２人、約８，０００人に１人であり

まして、他の先進諸国の数倍の高さ、アメリカの１９８０年頃の水準にあることから、

日本は結核中進国、先進国でもなく後進国でもなく中進国というふうに位置づけられ

ています。過去１０年、該当者がいないからと言って今後もないとは限りません。せ

っかくの当町のみの助成制度をなくしてしまわなければならないのは誠に残念です。

本来であれば反対するところでありますが、令和６年度には国保制度が県単位化され、

町独自の制度を県に持ち込むことはできません。遺憾の意を表明しつつ、賛成の討論

といたします。 

○議長（益田芳子君） ほかの討論ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、以上で討論を終わります。 
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  これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第５、第１７号議案、府中町国民健康保険税条例等の一部改正について、討論

を行います。 

  討論ございますか。 

  それでは、まず反対討論から行います。委員長の報告に対して反対の方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 次に、賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） ８番、二見です。本条例改正も第１６号議案と同じく、国民健

康保険の県単位化に向けてのものです。令和６年には、保険税、保険料が県で統一し

たものになります。当町においては、保険税の算定は所得割、均等割、平等割、資産

割の４方式ですが、県単位化によって資産割はなくなります。資産割廃止による保険

税不足分を補うためには他を引き上げることになります。 

  今回の提案では、令和４年度に保険税が増える世帯が５４．４％、減る世帯が

４２．１％、増減なしが３．４％です。私はこれまでの一般質問や全員協議会で国保

の県単位化、それに伴う算定方式の変更は、国費の大幅な投入がなければ被保険者の

負担増をもたらすことになり、反対してきました。しかし、残念ながら、保険料率の

準統一まで、あと３年というところまで来ています。令和６年度には、現時点での資

産で、所得割は現在の１０．４％から１０．９６％へ、均等割は４万５，９００円か

ら４万８，７９３円にしなければならない。ゴールが決まっているわけであります。

残念ながら現時点となっては、私たちにできるのはゴールまで何段階で上るかという

判断だけです。２年先送りして令和６年に一気に上るか、２年かけて２段階か、今回

の提案のように３段で上るのか、今回の改正を見送っても、その分、次年度以降の上

げ幅が増えることになります。残念ではありますけれども、これも賛成せざるを得ま

せん。 
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  隣の岡山県では、県単位化を進めつつ、保険料率や減免制度は市町村ごとに引き続

き行うそうです。広島県でもそういう選択ができたわけですけれども、市町村合併と

同じく、国の方針に忠実に県単位化を進めてきました。そういう点でも、遺憾の意を

表明します。 

  以上です。 

○議長（益田芳子君） 他の討論ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、以上で討論を終わります。 

  これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第６、第２０号議案、府中町消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条

例の全部改正について、討論を行います。 

  討論ございますか。 

  それではまず、反対討論から行います。委員長の報告に対して反対の方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 次に、賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

  ７番、山口議員。 

○７番（山口晃司君） 第２０号議案に賛成の立場で討論いたします。 

  まず、大前提として、全国的にコロナ対策等で厳しい財政状況の中、年報酬、若干

下がる区分はあるものの、基本的には上がるであろう出動報酬を増額されたことにつ

いては、最大限高く評価いたしております。しかしながら、今後のこともありますし、

全部改正の今回２点ほどお話しさせていただきたいと思います。何、当たり前のこと

を言っているのかと思われるかもしれませんが、少しお時間をください。 

  まず１点目は、今回の報酬等の増額が処遇改善だということです。確かに一人一人

への支給額は増えております。しかしながら、質疑のときにも申し上げましたように、

分団に収入がなく、各団員が分団に会費を支払い、分団の運営資金にしております。
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こういった一旦個人口座に入ったお金を持ち寄らないと運営ができない仕組みを残し

ておいて、実際には個人に残る金銭が増えるかどうかが不透明なまま処遇改善に取り

組んだことにすることが、自治体の姿勢としてよいのかどうかという疑問があります。 

  現在、国や自治体が全職種に対して給与のアップ、保育や介護など福祉部門への処

遇改善に取り組んでおりますが、自治体自身が持つ組織に対して、個人の収入増につ

ながらないかもしれない処遇改善を認めることは、他の中小零細企業が苦しい経営状

況の中、職員への給与増につながることへの協力は得づらい。経営者にとっては、府

中町の処遇改善は中身が伴わない、一旦払って裏で回収しよると都合のよい言い訳に

使われる。少なくとも、府中町の行う処遇改善が民間に対してのよいお手本にはなら

ないと思います。 

  ですから、消防団分団に対しては、最低限個人口座に一旦入ったお金を持ち寄らな

くても運営できる程度の予算をつけていただきたい。町職員の方は公務員で安定して

いるから分からないかもしれませんが、景気に左右されやすい民間企業や個人事業の

団員の方の中には、一旦入ったお金を会費として持ち寄る余裕がなく、会費を集める

時期から参加しづらくなるということがありますので、くれぐれも、団、分団が自立

した運営ができる予算がつくことと、各団員の報酬が増えることがセットでないと処

遇改善にはつながらないということを、１点目として御理解いただきたいと思います。 

  もう１点は、消防団の性格についてです。消防団員は非常勤の特別職です。公務員

であります。近年、税金の使い道について厳しい目が光っていることは紛れもない事

実です。このことは皆様もよく御存じだと思います。その厳しい目は消防団員にも向

けられていることは前提としてあります。なので、団費など税金の予算の使い道は消

防団員も厳しく律していく必要があります。 

  しかし、一方で、自治体が募集をかけたところで団員が集まるというものでもあり

ません。自治体の募集で集まるのでしたら、年間１万人も減りません。消防団を組織

するための大きな部分は既存の団員に頼っています。既存の団員の家族や親戚、近所

の方や友達、同級生、職場の仲間、取引先など、縁、地縁に頼っている部分の大きい

組織です。団員のほとんどは公務員としてしっかり勤めたいというよりは、○○さん

に誘われて、何もできんけど何か人のお役に立てるならいいですよという軽い感覚で

集まってくれる方が多いです。つまり公務員でありながら、町内会的地縁団体の性格

が非常に大きくて強い特殊な団体です。 
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  先日の質疑の中で、訓練中の水分はそれぞれが用意すればいいというような発言が

ありましたが、地縁で集まった方々に公務員的な規律を一方的に押し付けては信頼関

係は築けませんし、一方的に規律を押し付けられる団体に参加しなくても、楽しいこ

とや育児参加、家族サービスなど、やることが当たり前になったことがたくさんある

時代です。 

  そもそも消防職員の希望どおりの意識の高さや条件では、団員は集まりません。こ

れは府中消防だけではなく、全国的な問題だと思います。地縁で集まった人をつなぎ

とめるための必要経費としての税金の使い道と、税金の使い道に対する厳しい目との

はざまで苦慮されると思います。消防団を組織するための大きな地縁の部分を各分団

に依存していることは実情としてありますので、分団への予算など、ある程度柔軟性

を持った対応はお願いしたいと思います。もちろん、これまでに申したことは予算の

こともありますし、近隣消防との調整協議の時間も必要でしょうから、すぐすぐにと

は言いませんが、消防団の運営に当たって頭に置いておいてほしいと思います。特に

処遇改善の部分に関しては消防団だけの話ではございません。町を挙げて、全ての業

界のお手本になるような処遇改善になるようにしていただきたい。 

  最後にしますが、改めて報酬等の増額に関しては最大限評価いたします。訓練など

厳しいことは当たり前ですが、地縁団体としての部分があることも認めていただき、

今後もよりよい関係を築きながら、府中町の安全安心に協力して取り組んでいただく

ことを要望といたしまして賛成討論といたします。お時間いただきました。ありがと

うございます。 

○議長（益田芳子君） ほかの討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、以上で討論を終わります。 

  これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第７、第５号議案、令和４年度府中町一般会計予算について、討論を行います。 
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  討論ございますか。 

  それではまず、反対討論から行います。委員長の報告に対して反対の方。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 次に、賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） 第５号議案、令和４年度府中町一般会計予算に賛成の立場から

討論を行います。 

  まず歳入ですが、大きく変動があったのは、地方特例交付金、地方交付税、そして

分担金及び負担金、町債の中の臨時財政対策債です。地方特例交付金の減少は、新型

コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特例交付金、約７，９００万円が特例措置

終了により皆減したことによるものです。令和３年度は町債がほぼ倍増しましたが、

その原因は、国が地方交付税を減らして臨時財政対策債に振り替えたからであります。

令和４年度は過去最高の地方税収等を背景に、国は地方公共団体への交付税を増やし、

臨時財政対策債を大幅に減らしました。その結果、当町も地方交付税は６億円から

１７億円となり、臨時財政対策債は１８億円から６億円になりました。臨時財政対策

債は事実上の地方交付税ですので、実質はほぼ変わりません。分担金及び負担金は公

共施設管理者負担金１億３，０００万円が皆減したことによって、４４．６％減って

います。この負担金は土木費の都市計画費に同額計上されており、歳入歳出ともの皆

減ですので影響はありません。このように、数字上の変化は大きいように見えますが、

実質的にはさほどの変動はなく、ほぼ例年並みの１８０億円の歳入となっています。 

  次に、歳出です。第１に不育症治療費助成事業です。妊娠しても流産や死産を繰り

返すことを不育症と言います。現在、不育症患者は妊娠経験者の４．２％、患者数は

３万６，０００人と推定されていますが、厚労省の不育症研究班は検査と治療によっ

て８５％の人が出産までたどり着けると報告しています。不育症の治療は保険対象外

となっており、出産までにかかる費用は分娩の費用も含めて、平均でおよそ１２０万

円かかり、中には３年間で治療費や通院の交通費が２５０万円になったという人もい

て、重い負担となっています。 

  国の助成制度は令和３年に始まりましたが、先進医療検査費用に対して、１回につ

き５万円が上限です。また、実施主体は都道府県、政令指定都市、中核市に限られて

います。そういう中で、当町が町単独の新規事業として不育症の検査と治療にかかる
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費用を１人当たり年間３０万円まで助成する事業をスタートさせることは高く評価で

きます。不育症に悩む女性とそのパートナー、家族にとって朗報です。 

  第２に、重層的支援体制準備事業です。重層的支援とは耳慣れない言葉ですが、厚

労省の資料は次のように説明をしています。相談者の属性、世代、相談内容にかかわ

らず、包括的相談支援事業において包括的に相談を受け止める。受け止めた相談のう

ち、複雑化、複合化した事例については、他機関共同事業につなぎ、課題の解きほぐ

しや関係機関間の役割分担を図り、各支援機関が円滑な連携の下で支援できるように

する。また、長期にわたり、ひきこもりの状態にある人など、アウトリーチ、すなわ

ちこちらから出向いて継続的支援事業をしなさい。相談者の中で社会との関わりが薄

くなっている人には参加支援事業を利用させるようにしなさい。このほか、地域づく

り事業を通じて、住民同士のケア、支え合う関係性を育むほか、他事業と相まって、

地域における社会的孤立の発生、深刻化の防止を目指す。高齢者分野、障害者分野、

子ども分野、生活困窮者分野という、ともすれば縦割りになりがちだったものを重層

的に支援していくことはとても大切なことだと思います。ただし、厚労省の言う包括

的相談支援事業、他機関共同事業、継続的支援事業、参加支援事業、地域づくり事業

という５つの事業が相互に重なり合いながら町全体の体制として本人に寄り添い、伴

走する支援体制を構築していくためには、その大がかりな構想にふさわしい人的な体

制が必要です。会計年度任用職員の事務員１人、保健師１人で大丈夫なのでしょうか。

各担当課からの他機関共同で進めるのでしょうけれども、要となるスタッフを増やす

べきではないでしょうか。 

  第３に、自治体のデジタル化についてであります。今回、総合行政情報システム構

築事業が２億３，０００万円、債務負担行為として内部情報系システムデータ移行業

務委託料１，０００万円、内部情報系システム使用料３億円が計上されております。

今回、総合行政情報システム構築事業として、紙のデータをデジタルデータへと変換

するＡＩ-ＯＣＲ、提携業務をパソコンやサーバー上にあるソフトウエア型のロボッ

トが代行業務自動化するＲＰＡ、公共施設予約システム拡充が予算化されています。

いずれも事務効率化のために必要な事業だと思います。 

  また、債務負担行為として今後実施される内部情報系システムの構築ですけれども、

内部情報系システムとは役場内部の事務処理の効率化を図るためのシステムをいい、

財務会計、人事給与、文書管理などを電算化システム化することにより、事務の効率
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化を図り、迅速、正確な行政サービスを提供するものだとされています。これもまた、

時代の要請と言えるでしょう。 

  令和元年から始まっています子どもの予防的支援構築事業は、子どもの育ちに関係

する様々な情報を基にＡＩを活用してリスクを予測し、児童虐待を未然に防ごうとす

るものです。ここにも個人情報を含む様々なデータが蓄積されます。健康づくり啓発

事業では健康マイレージアプリが導入されますが、これもデジタル化であります。 

  スマートフォンは個人情報の塊のようなものです。アプリの使用は少なくても、ア

プリを提供する企業にはその情報が把握されます。一般的に、アプリは広告会社に販

売できる情報を求めています。現在でも、様々な健康アプリが使用されています。 

この健康アプリの会社から販売された健康系のアプリデータには、氏名、メールア

ドレス、運動習慣、食生活、医学的症状、場所、性別などの情報が含まれていたと言

います。私たちは便利なアプリの代償として、個人情報を差し出しているわけであり

ます。 

  こういう点について、慎重に検討してほしいと思います。というのも、国が地方行

政のデジタル化の柱の１つに官民データ連携、公共データのオープン化を挙げ、自治

体の持つデータの利活用を積極的に推進しようとしているからであります。第３２次

地方制度調査会の答申は、各地方公共団体が制定している個人情報保護条例において

は、個人情報の定義や制度内容に差異が存在するほか、独自の規制を設けている場合

もあり、官民や官同士での円滑なデータ流通の妨げとなっているとまで述べています。

自治体の持つ情報を民間企業に積極的に提供せよ、個人情報を保護する条例や規定は

邪魔だと言わんばかりであります。 

  自治体のデジタル化、ＡＩの積極的活用そのものは進める必要があります。しかし、

今申しました個人情報保護の問題があります。また、デジタル化によって、職員の負

担軽減、職員がメインの業務に集中できるようになるということも言われております

けれども、これまでの歴史は新しい技術の導入によって、それが人減らし合理化に利

用されてきたという結果であります。役場のデジタル化が働きやすい職場環境と町民

のサービスの向上となるよう、十分注意をしていただきたいというふうに思います。 

  これで最後ですけれども、子どもの医療費の助成についてです。府中町は昭和

４８年、府中町乳幼児等医療費支給条例を制定し、小学校に入るまででしたけれども、

医療費を無償にしました。当時としては、極めて先駆的な取組だったと思います。平
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成２８年には、入院は中学校卒業まで、通院は小学校卒業まで医療費を一部負担金と

所得制限はありますけれども、無償にいたしました。大きな前進でありましたけれど

も、現在、県内２３市町のうち１８歳まで通院が無料なのが６市町、中学校３年生ま

でが７市町となっています。府中町と同じく、小学校６年生までが８市町、広島市は

令和４年度からですけれども、そうなりますと、府中町より悪いのは海田町と熊野町

だけであります。財政的に楽ではないと思いますけれども、他の市町にできて、府中

町にできない特段の事情はないはずです。子どもの医療費、通院も中学校の３年生ま

で無償にすることを改めて求めます。 

  以上、問題点や要望も含め、予算についての私の見解を述べました。予算に反対し

なければならないほどの問題はありません。 

  以上をもって、賛成討論といたします。 

○議長（益田芳子君） 続いて、反対討論ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 次に、賛成討論を行います。賛成者の討論ございますか。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 田中です。お願いします。 

  賛成の立場での討論でありますが、新年度の予算は、先ほど賛成討論でも二見議員、

解説されておりましたけども、ポストコロナの景気回復とかマンションの新設などを

見込んで、税収は少し２億５，０００万円プラス、だけども国から下りてくるお金と

いいましょうか、いわゆる地方交付税や臨時財政対策債と、これ去年多過ぎたのが今

年かなり減る、新年度かなり減るということで、いろいろやりくりには財政当局も御

苦労されていることと思います。基本的には、予算編成には賛成なんですが、気づき

を２点ほど指摘させていただきたいと思います。 

  まず１点は、歳出ですけど、システムの調達費あるいはコンサルタントの委託料、

専門業者へ支払われるその委託費用であります。あらゆる分野に及び、もちろん入札

などもきちんと行われているはずだと思われますけども、なかなかこういう専門分野、

特にデジタル関係の委託なんかは、素人としてはチェックしにくい。専門のことであ

るということで任せきりになりがちであります。素人だから知ろうとしないという感

じなわけでありますけども。 

  この２月に公正取引委員会がこういう報告書をまとめたというニュースがありまし
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た。官公庁における情報システム調達に関する実態報告、何かベンダーロックインと

呼ぶのだそうですけども、専門の業者しか対応できないような、そういう仕様でつく

られると受注業者が固定されてしまうと。そういう問題だそうであります。競争がな

くなって費用が高止まりするおそれがあるということで、特に専門人材が採用しにく

い、できない、地方の小さな自治体は業者に頼らざるを得ないと。そういう仕様づく

りにおいてさえですね、という指摘であります。公取委もこういう注意を、つい先月、

報告書としてまとめたところであります。素人の我々が漠然と感じていた何となく懸

念なわけですが、玄人の公取委もこうやって苦労してまとめておるということであり

ます。 

  そんな中で、我が予算委員会の審議の中ではいい話も聞きました。向洋駅北口改札

実施事業、これはこれまでどおり、新年度で１，０００万円ちょいとの予算が計上さ

れとるわけでありますけれども、ＪＲとの交渉によって新年度は約１００万円ほど縮

減できそうだということだそうであります。委託業務は、先ほど言いましたように、

鉄道という専門業務だからなかなか値下げは難しいんじゃないかと、相手の専門性の

ことでそう言われとったわけですけれども、今回は町はしっかり話し合って、値下げ

に成功したというわけであります。町民の貴重な税金を有効に使うというその役所の

任務からすると、さすがといいますか、あっぱれという感じじゃないでしょうか。ち

ょっと大げさですかね。こういう専門業者への様々な委託であっても、内容をしっか

りと研究して工夫すれば、そういう縮減の余地があると、そういう例ではないかとお

示しいただいたわけであります。ＩＴやその他の分野では町には優秀な職員がたくさ

んおられますので、今後の予算執行に当たっては、さらに頑張っていただきたいし、

そもそも、いやコンサルに頼まんでも、わしがうまい企画書や計画書つくっちゃるわ

いという方もおられるんではないかと、そういう期待もしているところであります。 

  それから２つ目は、コロナ関係の交付金の問題であります。ここ２年余り、様々な

国が、国から降ってくるという言い方がちょっとあれなんですけど、本当に何か降っ

てくるように下りてくるわけであります。もちろん、１人１０万円の定額給付金とか

住民税非課税の給付金とか、そういう給付金はもちろんなんですけども、それ以外で

も各市町村で使う、いわゆる臨時の交付金、コロナ交付金がこれまでにも府中だとざ

っと６億円きておりますし、今回の新年度の当初予算でも、新たに１０の事業と約

５，２００万円が計上されておるわけであります。昨年も話題になったわけですけど
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も、何でこれがコロナの対策なんという非常にユニークな事業もありまして、例にな

った例の空城山の照明だとか議会のネット中継とか、何でコロナなんと、非常にユニ

ークな使い道だろうと思うわけでありますけども、これも国のメニューがあって、ぶ

っちゃけて言うと、特に何でもいいよ、使いんさいと、どしどしやれというそういう

メニューづくりになっておるわけで、ここは交付を受けて使い道を考えるときの工夫

の見せ所だと思うわけであります。 

  今回の新年度の１０の事業も、システムの改修費とか委託料とか、これが結構な額

がありますけども、先ほども申しましたように、かなり専門性のあるＯＣＲだとか、

いろんなそういう機器の調達であります。中には、ちょっとこれもユニークなんです

けども、スクールカウンセラーの配置にもこのコロナ交付金が使われるわけです。先

ほどのシステムの調達というのは、コロナに限らず、ふだんから必要な事務改善、あ

るいは効率化の機器でありますし、スクールカウンセラーの配置もコロナに限らず、

それ以前から必要であるし、それ以後も必要であると、こういう事業であります。コ

ロナだからという交付金だけども、でも、そうでない事業も前倒してやるとか、ある

いは充実させて使うだとか、そういう使い道があるということで、ここは国の財政を

考えると本当に大丈夫かなと思うわけでありますけども、町としてはいろいろ工夫し

て予算の編成をしているところだろうと思います。こういったところの工夫はやはり、

さすが府中町、面白いのに使うとるねと、こういうのにコロナの交付金じゃけど、こ

ういうのに使うたんかと、コロナの交付金じゃけ、こういうのに使うたんかと、いろ

いろ知恵を出していただいて、さらに工夫する予算編成を期待したいと思います。 

  新年度、さらにまた交付金も下りてくるという話も聞きます。補正予算等、また審

議、我々もさせていただくわけですけども、そういう期待を込めて、賛成討論といた

したいと思います。 

  以上、ありがとうございます。 

○議長（益田芳子君） ほかの討論ありますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、以上で討論を終わります。 

  これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 
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○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第８、第６号議案、令和４年度府中町土地取得特別会計予算について、討論を

行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第９、第７号議案、令和４年度府中町国民健康保険特別会計予算について、討

論を行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第１０、第８号議案、令和４年度府中町介護保険特別会計予算について、討論

を行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 
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○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第１１、第９号議案、令和４年度府中町後期高齢者医療特別会計予算について、

討論を行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  次に参ります。 

  日程第１２、第１０号議案、令和４年度府中町下水道事業会計予算について、討論

を行います。 

  討論ございますか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） なければ、これより採決を行います。 

  本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の方の挙手を求めます。 

（賛成者挙手） 

○議長（益田芳子君） 全会一致でございます。よって、本案は委員長の報告のとおり

可決決定いたしました。 

  ここで付託された案件は全て終わりましたので、令和４年度予算特別委員会を解散

したいと思いますが、御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（益田芳子君） 御異議なしと認めます。 

  ここで、令和４年度予算特別委員会の解散に当たり、正副委員長から挨拶をお願い

いたします。 

  まず、委員長からお願いいたします。 

  １６番、橋井委員長。 
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○１６番（橋井 肇君） 橋井でございます。予算特別委員会解散に伴い、一言御挨拶

申し上げます。 

  令和４年度予算の審査に当たりましては、副委員長をはじめ、委員の皆様の御協力

の下、慎重な審査をいただきながら、日程どおり本日議決に至りましたことに感謝を

申し上げます。何かと行き届かないところもあったかと思いますが、皆様方の御理解、

御支援をいただき、役目を果たせていただくことができました。重ねて感謝申し上げ

ます。 

  また、理事者におかれましては、議員の皆様から多くの御意見が出されております。

これらの意見を積極的に参考にしていただき、住んでよかった、住民に優しいと思わ

れるようなまちづくりを推進していただくよう強く申し上げまして、挨拶とさせてい

ただきます。本当にありがとうございました。 

（拍 手） 

○議長（益田芳子君） 続きまして、副委員長お願いいたします。 

  １番、川上副委員長。 

○１番（川上翔一郎君） このたびの予算特別委員会で副委員長を務めさせていただき

ました川上翔一郎でございます。 

  まずもって、６日間の委員会、本当にお疲れさまでございました。委員会におきま

しては、委員の皆様方の御協力により円滑に進めさせていただくことができましたこ

と、心より厚く御礼申し上げます。また、１１議案、貴重な御意見、御要望いただき

ましたこと、合わせて御礼申し上げます。 

  第５号議案におきましては、６つの主な意見を提出させていただきました。佐藤町

長はじめ、理事者の皆様方にはしっかりと検討していただき、お願いをいたしまして、

簡単ではございますけれども、挨拶に代えさせていただきたいと思います。本当にあ

りがとうございました。 

（拍 手） 

○議長（益田芳子君） 正副委員長におかれましては、大変に御苦労さまでした。あり

がとうございました。 

  これをもって、令和４年度予算特別委員会を解散いたします。 

 

（予算特別委員会解散） 
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○議長（益田芳子君） ここで休憩をいたします。再開は１１時１５分からといたしま

す。休憩。 

（休憩 午前１０時５０分） 

 

（再開 午前１１時１５分） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（益田芳子君） 日程第１３、一般質問を議題に供します。 

  一般質問は慣例に従って、総務文教から順を追って通告順に行います。 

  なお、一般質問においては、資料等を掲示しながら行うことのないようにお願いし

ます。 

  総務文教関係、第１項、学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について、１６番、

橋井議員の質問を行います。 

  １６番、橋井議員。 

○１６番（橋井 肇君） １６番、橋井です。それでは質問をさせていただきます。 

  学校の働き方改革を踏まえた部活動改革について。まず、運動部活動改革について

スポーツ庁は、学校の運動部活動はスポーツに興味関心のある同校の生徒が参加し、

教師等の指導の下、学校教育の一環として行われ、我が国のスポーツ振興を大きく支

えてきました。 

  また、体力や技能の向上を図る目的以外にも異年齢との交流の中で、生徒同士や生

徒と教師等との好ましい人間関係の構築を図ったり、学習意欲の向上や自己肯定感、

責任感、連帯感など、生徒の多様な学びの場、そして活躍の場として教育的意義を有

しています。 

  しかしながら、今日において社会経済の変化等により教育等に関わる課題が複雑化、

多様化し、学校や教師だけでは解決することのできない課題が増えています。とりわ

け少子化が進展する中、運動部活動においては、従前と同様の運営体制では維持は難

しくなってきており、学校や地域によっては存続の危機にあります。将来においても、

全国の生徒が生涯にわたって豊かなスポーツライフを実現する資質・能力が育む基盤

として運動部活動を持続可能なものにするためには、各地のニーズに応じた運動スポ

ーツを行うことができるよう、速やかに運動部活動の在り方に関し、抜本的な改革に
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取り組む必要があります。 

  スポーツ庁では、生徒にとって望ましいスポーツ環境を構築するという観点に立ち、

運動部活動が地域、学校、競技種等に応じた多様な形で最適に実施されることを目的

としているとされ、学校の働き方改革を踏まえた部活動改革については、文部科学省

から令和２年９月に具体的な方針が示されました。その中で、中学校における部活動

は、設置・運営は法令上の義務ではなく、必ずしも教師が担う必要のない業務と位置

づけられていることを課題とし、地域部活動を推進するための実践研究を実施し、休

日の部活動における生徒の指導や大会の引率については、学校の職務として担うので

はなく、地域の活動として地域の人材が担うこととすることを主体に、令和５年度以

降は、休日の部活動の段階的な地域移行を図ること、休日の部活動指導を望まない教

師が休日の部活動に従事しないこととする方向性が示されております。 

  地域部活動の推進としては、部活動指導等に意欲を有する地域の人材に協力を得て、

地域の活動として実践できる環境を整え、教師の勤務を有しない日に、部活動に携わ

る必要がない環境をつくり、教師の負担軽減を図るとともに、生徒にとって望ましい

部活動の実現を図るものとなっています。 

  部活動改革に向けて、具体的な検討を進める必要があると思いますが、今後どのよ

うにお考えかお示しください。また、令和元年度に実施された部活動指導をスポーツ

ジムに委託されたことの成果、今後の取組についてもお示しください。よろしくお願

いをいたします。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（榎並隆浩君） 教育部長です。１６番、橋井議員、学校の働き方改革を踏

まえた部活動改革について、に答弁します。 

  本町での教職員の働き方改革につきましては、平成２９年度から令和元年度の３年

間、文部科学省の学校現場における業務改善加速事業を受託して以降、教職員の意識

改革、ＰＤＣＡサイクルによる取組改善、スクールカウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカーなど専門スタッフの配置、校務支援システム導入による業務の効率化など

に継続的に取り組んでまいりました。その結果、町内小中学校において長時間勤務も

改善が図られ、過労死ラインと言われる１か月当たりの時間外勤務８０時間を超える

教職員はほぼ見られなくなっております。 
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  中学校の部活動指導についても、平成３１年３月に府中町立中学校部活動指導の方

針を策定し、活動時間や休養日の基準を設定するとともに、民間スポーツジムに委託

して部活動指導支援に取り組んできました。 

  そんな中、国は令和２年９月１日付で「学校の働き方改革を踏まえた部活動改革に

ついて」を示しました。この中では、地域部活動を推進するため、休日の部活動の段

階的な地域移行や、休日の部活動指導を希望しない教師が部活動指導に従事しない環

境づくりを推進するよう示されています。 

  しかしながら、指導の協力を仰ぐ地域人材・団体の決定や中学校体育連盟などの既

存の大会への参加体制など整理しなければならない課題も多く、本町だけで取組を進

めることは容易ではありません。本町としましても、国が進める部活動改革に係る課

題整理を注視し、広島県教育委員会の指導を受けながら、他市町との連携を大切に部

活動改革に取り組んでいきたいと思います。 

  次に、民間スポーツジムに委託して実施する中学校の部活動指導支援の成果と今後

の取組についての質問ですが、本町では、教職員の業務改善の一環として、民間スポ

ーツジムのインストラクターが複数の部活動に合同トレーニングを行うとともに、教

職員には効率的な指導方法の研修を実施するなど、部活動の指導支援に取り組んでき

ました。その結果、教職員が持っていた「自らが部活動を指導しなければならない」

という意識に変化が見られ、合同指導によって生まれた時間を教職員研修やテストの

採点に効果的に活用することができ、教職員の受け止めも好評でした。 

  また、インストラクターからの専門的指導を受けたことで、生徒にもモチベーショ

ンの向上や主体的に自主練習に取り組もうとする姿勢が見られたとの報告を受けてお

り、今後も委託を継続し、取組改善を図っていきたいと考えております。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。 

  １６番、橋井議員。 

○１６番（橋井 肇君） １６番、橋井です。御丁寧な答弁ありがとうございました。 

  国では、働き方改革の中で部活動の在り方を方向性は示されているが、まだまだ問

題があるということでした。また、教員の働き方改革については、府中町では国の業

務改善加速事業を受け、様々な取組をされていることも理解をさせていただきました。

その中で、令和元年１１月２７日付の中国新聞の記事に府中町の取組が紹介をされて
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おりました。スポーツ部の部活動指導で残業が増える傾向にある中学校教員の働き方

改革を進めるため、全国でスポーツジムを運営するルネサンスに指導の一部を委託す

る取組を始めたという先進的な記事が載っておりました。このように続けていただき

たいと思います。 

  また、１か月当たり８０時間を超える教職員はほぼ見られなくなっているとのこと

でしたが、昨年６月に行われた文部科学省の勤務実態調査によると、中学校教諭の約

２割が１か月に時間外勤務８０時間とされる過労死ラインに達したとされております。

また、日本スポーツ協会が部活動顧問らを対象に行った調査では、部活動が民間に移

行された場合、地域人材に任せたいという回答が４５．６％に上がったとされており

ます。全国１番の人口を持つ府中町において、地域の人材も他自治体に比べ、豊富で

あると思います。引き続き、部活動改革に邁進していただきたいと思います。 

  今、学校は長時間労働を強いられ、過酷な職場と敬遠され、教員志望者が減ってい

るそうです。授業の準備や事務書類の作成、休日返上での部活動の引率のほか、新型

コロナウイルス対策としてオンライン授業や教室の消毒など新たな対応が重なり、教

員への負担が増えているそうです。末松信介文部科学大臣は、学校における働き方改

革、教職の魅力向上の取組を進めることが一番重要だとの認識を示されました。 

  現在、政府は働き方改革に着手しており、全国の学校現場の働き方改革を集めた事

例集を公表しております。学習や学校行事など多くの場面で、どの学校でも実現でき

るような取組を紹介しております。広島県教育委員会では、国の地域運動部活動推進

事業を活用して、拠点中学校を設置の上、地域移行に向け部活動の受け皿の整備や指

導者となる地域人材の確保等について実践研究を行い、国の動向を踏まえつつ、課題

の整理を進め、生徒にとって望ましいスポーツ環境の整備と教員の働き方改革につな

がるよう、部活動の段階的な地域移行に向け、市町や関係団体等と連携を図りながら

検討を進めていくと言われております。先進事例を参考にしながら、生徒にとって望

ましいスポーツ環境を構築していただきますよう要望して質問を終わります。 

  ありがとうございます。 

○議長（益田芳子君） 以上で、第１項、学校の働き方改革を踏まえた部活動改革につ

いて、１６番、橋井議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第２項、町立学校のＩＣＴ活用の充実に向けて、１０番、

西議員の質問を行います。 
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  １０番、西議員。 

○１０番（西 友幸君） 皆さん、おはようございます。町立学校のＩＣＴ活用の充実

に向けてということで質問させていただきます。 

  令和３年１２月定例会の一般質問では、多様で柔軟な働き方を実施するための町の

ＩＣＴ整備について伺いましたが、今回は教育現場でのＩＣＴ活用について伺います。 

  令和３年度から教育現場でも、児童生徒一人一人に１台の端末を整備し１年が経過

しましたが、町としてどのような活用が進んでいるのかを伺います。 

  ＩＣＴを活用することにより、授業だけでなくリモートによるいろいろなことが実

施でき、新型コロナウイルスの感染症の拡大を防ぐための対策にも利用されているの

ではないかと思いますが、授業のほかにもどのようなことに活用されていますか。ま

た、教える側の教員について、ＩＣＴの活用に対し得手不得手があると思いますが、

ＩＣＴ活用について、教員はどのように感じられていますか。 

  よろしくお願いします。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（榎並隆浩君） 教育部長です。１０番、西議員、町立学校のＩＣＴ活用の

充実に向けて、に答弁します。 

  まず、ＩＣＴの活用状況についてです。１人１台端末、電子黒板、高速ネットワー

クの整備を終え、今年度初めの４月から学年の実態に応じて使える場面から利用を始

めました。導入時は、授業での利用のルールの確認、端末の出し入れや、ログイン、

パスワードの設定など、端末を利用する上で必要な基礎基本を全体指導しました。そ

の後、インターネットでの調べ学習やドリルアプリ、タイピング練習、タッチペン入

力練習を通して端末操作に慣れていきました。一斉学習の場面では、電子黒板と教職

員の端末を接続して、デジタル教科書の利用を進めました。デジタル教科書にリンク

されている画像や動画を提示することで、学習課題を把握しやすくなり、デジタルペ

ンで書きこんだ内容は保存できますので、振り返りもたやすくなりました。また、ク

ラス全員が同時に意見を書きこんだりできるクラスルームという学習管理アプリを使

い、協働学習にも取り組んでいます。 

  そのほか、コロナ禍により、これまで同様の学校行事ができない場面ででも端末を

活用しています。社会見学ではグーグルミートというアプリを使い、現地に行かなく
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てもリモートで見学を行いました。学習発表会や運動会でも、活動の様子をオンライ

ンで配信することで、学習の成果を保護者や他学年に見てもらうこともできました。

また、やむを得ず登校できない場合や学級閉鎖を行った際には、一部の学校では端末

を持ち帰らせて健康状態を把握したり、オンラインを使って授業を配信したりするな

ど、オンライン授業にも取り組むことができました。このように、端末を持ち帰りす

ることで、相談室登校や不登校の児童生徒ともオンラインでつながり、これまで以上

に個別の教育的ニーズに対応した支援が可能になっております。 

  次に、教員はＩＣＴ活用に対してどのように感じているのかという質問をいただき

ました。教員の指導力向上に対しましては、今年度から３か年かけて、町内の全ての

教職員が端末を効果的に活用した授業改善ができることを目指し、研修を進めており

ます。１年目の今年度は、まずは端末の使い方を理解して学習場面で利用することが

できることを目標に、町として研修を実施してまいりました。また、学校においては、

情報教育担当者が中心となり、実践を通して校内研修を進めています。その結果、端

末の利用については全職員が目標を達成することができました。 

  端末を活用する上での教員の意識につきましては、本年２月に、操作面と指導面の

意識調査を行っております。操作面につきましては、電子黒板と端末を接続してデジ

タル教科書を使用して指導することのほか、グーグルミートというオンライン会議ア

プリの使用もできるようになったとの回答を得ています。この１年間で操作方法の理

解が進んできていると感じております。 

  次に、指導面については、まずは使ってみたことで授業づくりの幅が広がったこと

の回答や、端末を活用することで授業準備の時間が短縮でき、業務改善にもつながっ

たとの回答など、肯定的な回答を得られております。一方で、アプリは使えるように

なっても、授業場面でスムーズに使えないことへの不安から毎日の利用をためらって

いるという記述も見られました。町教育委員会としても、引き続き学校と連携してＩ

ＣＴ活用の充実へ向けて推進できるよう研修を進めてまいります。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（益田芳子君） ２回目の質問はございますか。 

  １０番、西議員。 

○１０番（西 友幸君） 丁重な答弁ありがとうございました。２回目の質問をさせて

いただきます。 
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  ＩＣＴ活用に当たっては、教える側の教員にとってもなかなか機器を十分に活用す

ることは難しいところがあります。そのような教員のために、文部科学省ではＩＣＴ

支援員の配置を推進していますが、町ではそのような制度の活用はお考えではないで

しょうか。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  学校教育課長。 

○学校教育課長（立花淑子君） 学校教育課長です。町として、ＩＣＴ支援員の配置の

考えについて、お尋ねいただきました。 

  町では、教育部長の答弁でも申しました意識調査の中で教職員のニーズを聞き取っ

ております。その中で、協働学習での活用効果が見込まれるアプリの操作スキルを高

めていきたいといった操作面での意見がありました。また、授業のどの場面で、どの

アプリケーションを活用することが効果的であるか、アナログとＩＣＴ機器を効果的

に組み合わせた効果的な授業実践例、思考を深めるための効果的な活用方法といった

指導面での意見も見られました。これらのことから、ＩＣＴ支援員に期待する支援内

容として、操作面のみではなく授業の狙いを達成するための活用方法の提案がニーズ

として大きいと感じております。 

  本町としては、これまでも端末操作やアプリの活用方法研修を継続的に行うととも

に、各校の校内研修において指導力の向上を図っているところです。今後も学校と連

携を取りながら細やかにニーズを把握し、ニーズに対応した研修を充実させていくと

ともに、合わせて外部人材としてのＩＣＴ支援員の導入も必要に応じて検討していき

たいと考えております。 

  答弁は以上です。 

○議長（益田芳子君） ３回目の質問はございますか。 

  １０番、西議員。 

○１０番（西 友幸君） 答弁ありがとうございました。 

  さきの１２月定例会で、義務教育の発展に向けてＩＣＴ専門員による学習活動の支

援充実を求める意見書を町議会で採択し、ＩＣＴに詳しい特定の教員に負担が増えな

いように、国の責任においてＩＣＴ機器の専門知識を持ったスタッフを日常的に配備

することを強く要望しました。 

  最後に３回目の質問ですが、ＩＣＴの活用により教育の質の向上にもつながると思
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いますが、一方で、子どもたちが寄り添う従来の対面授業も重要であると思います。

そこでお伺いしますが、ＩＣＴ活用の推進及び対面授業の必要性について、教育長は

どのように考えですか。率直なお考えをお聞かせください。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  教育長。 

○教育長（新田憲章君） 教育長です。ＩＣＴ活用の推進充実とともに、対面授業の必

要性についてお尋ねいただきました。 

  議員御指摘のとおり、子どもたちに寄り添う従来からの対面授業は小学校、中学校

とも重要です。教科学習のみならず学校における全ての活動において、児童生徒は人

間関係を含む環境や教材などの様々な対象に働きかけることで学びを続けております。

そのためには、同じ教室において教師や級友と学び合える環境があることが前提とな

ります。 

  現在、新型コロナウイルス感染症対策のため、学級閉鎖や出席停止が生じた際、児

童生徒一人一人に貸与しているＩＣＴ端末を利用して各家庭でのオンライン授業が可

能となっています。町内各小中学校では、そのような事態になった場合にも児童生徒

の学びを止めることがないように準備を進め、対応可能な状況にあります。そのよう

な準備はできておりますが、対面授業を維持できることを最重要に考え、日々の感染

予防に全校挙げて取組を行っております。 

  以上です。 

○議長（益田芳子君） 以上で、第２項、町立学校のＩＣＴ活用の充実に向けて、

１０番、西議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第３項、府中町民憲章について、４番、狩野議員の質問を

行います。 

  ４番、狩野議員。 

○４番（狩野雄二君） おはようございます。４番の狩野でございます。よろしくお願

いいたします。今回は府中町民憲章についての一般質問をさせていただきます。 

  この２年間にわたるコロナ禍において、感染の拡大防止を目的として幾度となく緊

急事態宣言の発令やまん延防止等重点措置が適用されてきており、我々の日常生活に

も様々な影響が出てきています。公共施設の使用中止や使用時間の短縮、さらに外出

自粛の要請がされることで、地域での多くの活動や行事が中止や規模縮小での開催と
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なっております。これまで毎年行われていた地域での行事が実施できないことから、

住民同士のコミュニケーションが取りにくい状況となり、さらに外出自粛により、道

で近所の人と出会う機会も減り、人と人とのつながりが希薄になるのではないかとい

う懸念を持っております。 

  このような状況の中でも、住民が地域に対して共通の思いを持ち行動することが大

切であると考えており、多くの住民の共通の思いとなるものが、「府中町民憲章」で

はないかと思っております。コロナ禍で閉塞感漂う現状において、住民の心のよりど

ころとなる「府中町民憲章」について、質問をさせていただきます。 

  「府中町民憲章」は昭和５０年、西暦１９７５年５月に制定され、もうすぐ４７年

が経過します。憲章の意味は、辞書によりますと、「重要で根本的なことを定めた取

決め、特に基本的な方針や施策などをうたった宣言書や協約」と書かれています。市

民憲章や町民憲章と呼ばれる自治体が作成した憲章の多くは、自治体の理想とする都

市像と示すとともに、住民の生活の規範や方向性が述べられています。府中町におい

ても同じような考えで制定されたと考えています。 

  ここで改めて「府中町民憲章」を述べさせていただきます。 

  「わたしたち町民は、安芸の国府であった府中町の伝統を大切にし、平和で豊かな

新しい町づくりにつとめます。そのため、つぎの“合いことば”を定め、お互いはげ

まし合って実行します。１．会えば気軽にあいさつを、２．心もからだもすこやかに、

３．子どももおとなも豊かな教養、４．若人に活気を、年よりに生きるよろこびを、

５．水は清く、山は緑に美しく」以上となっております。 

  府中町においても、町民憲章で述べられているまちづくりがこれまでされてきてい

ると思います。私自身、議員になるまでは、「府中町民憲章」をあまり意識している

状況ではありませんでした。議員となり、府中町役場への登庁が増えたことから、玄

関前の石碑を見る機会も増え、町民憲章を強く意識するようになり、府中町が理想と

する都市像と生活の規範や方向性が記され、すばらしいものであると再認識いたしま

した。制定から約半世紀が経過し、現在では当時から多くの住民も入れ替わり、町民

憲章の認知割合も減少し、町民憲章の存在は知っているが、その詳細内容までは把握

されていない人が多いのではないでしょうか。改めて、府中町として府中町民憲章を

どのように捉えられているのかを伺います。 

  以上、よろしくお願いいたします。 
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○議長（益田芳子君） 答弁。 

  総務企画部長。 

○総務企画部長（増田康洋君） 総務企画部長です。４番、狩野議員の一般質問、「府

中町民憲章」についてに関し答弁いたします。 

  「府中町民憲章」は昭和５０年の制定ということで、約５０年も前のことになりま

すので、まず策定の経緯・趣旨等から御説明いたします。 

  「府中町民憲章」は町民の要望に基づく総意として策定を進めるため、昭和４８年

１２月議会において、府中町町民憲章制定委員会設置条例が可決、制定されました。

昭和４９年２月に町内民間団体役員、学識経験者、議員代表など２５名の委員による

町民憲章制定委員会が組織され、調査、研究、審議が進められました。資料を読みま

すと、町民アンケートや先進地視察も実施されており、詳細かつ活発に議論が行われ

たことがうかがわれます。昭和５０年３月、委員会はつくり上げた「府中町民憲章」

を町長に答申します。また同月、議会では議員提出議案により、府中町町民憲章の制

定とその推進に関する決議を議決します。町ではそれらを受け、同年５月３日公布を

行いました。 

  続いて、「府中町民憲章」の条文と内容です。前文には「わたしたち町民は、安芸

の国府であった府中町の伝統を大切にし、平和で豊かな新しい町づくりにつとめます。

そのため、つぎの“合いことば”を定め、お互いにはげまし合って実行します。」と

書かれています。 

  前文に続き、５つの項目が掲げられていますが、その解説とともに御紹介をいたし

ます。１、「会えば気軽にあいさつを」。こちらは「礼儀」についての項目です。

「お互いの感謝と協力の心は尊敬といたわりの“あいさつ”から始まります。この精

神を生かして明るい町をつくります。」ということを表しています。２、「心もから

だもすこやかに」。こちらは「心身の健康」についての項目です。「健康は最大の幸

福です。強い体力と精神力を養い、それぞれの自分の言動に自信と責任を持ちます。」

ということを表しています。３、「子どももおとなも豊かな教養」。こちらは「生涯

教育」についての項目です。「かおり高い文化を育て、視野の広い人となるため家庭

と学校と社会での教育を充実し、円満な人格を養います。」ということを表していま

す。４、「若人に活気を、年より生きるよろこびを」。こちらは「福祉増進」につい

ての項目です。「深い経験と強い行動力を基に、お互いの勤労と奉仕によって地域社
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会の活動を通じ、生きがいが持てるよう努めます。」ということを表しています。５、

「水は清く、山は緑に美しく」。こちらは「環境保全」についての項目です。「大自

然の恩恵に感謝しつつ、住みよい生活環境を整え、平和で美しい郷土をつくります。」

ということを表しています。 

  昭和５０年９月には、「府中町民憲章」を町内会や各種団体が一体となって推進、

実践していくため、府中町民憲章推進協議会が結成され、その後１０年余り活動は続

きました。 

  以上が、「府中町民憲章」策定の経緯・趣旨等の説明となります。 

  議員御質問の「府中町として町民憲章をどのように捉えていますか」についてです

が、府中町民憲章は、府中町そして府中町民はこのようにあろう、このようにあって

ほしいという先達の強い思いと願いが結集された条文であると捉えています。町行政

としては、その思いと願いを重く受け止め、次の時代へ引き継いでいく使命があるも

のと考えています。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。 

  ４番、狩野議員。 

○４番（狩野雄二君） ４番、狩野です。ありがとうございました。「府中町民憲章」

のそれぞれの言葉に込められた思いがよく分かりました。答弁にもございましたが、

この思いを大切にして、町民憲章を次の時代に引き継いでいかなければならないと強

く思いました。 

  再質問をさせていただきます。先ほども述べましたが、コロナ禍において多くの行

事が中止や規模縮小となる中で、地域での住民同士のコミュニケーションが取りにく

い状況となっています。様々な行事を通じて、住民同士のつながりの必要性を感じ、

町内会へ加入されていた方もおられるのではないかと思います。今の状況では、町内

会への加入率がさらに下がるのではないかと危惧しております。府中町に住む人に心

の支えとなる町民憲章を広く深く知ってもらい、府中町に対する郷土愛や人や自然を

大切に思う気持ちをより強く持ってもらうことで、地域への思いも深まり、地域活動

への参加も期待できるのではないかと考えています。 

  「府中町民憲章」をより多くの町民の皆さんに知ってもらうための取組も必要と考

えておりますが、町の取組について伺います。 
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  よろしくお願いいたします。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  政策企画課長。 

○政策企画課長（土井賢二君） 政策企画課長です。４番、狩野議員からの２回目の御

質問に答弁いたします。 

  本町では、町民憲章について、役場本庁舎または福寿館の玄関前に石碑を設置して

いるとともに、府中南公民館や町立図書館内の掲示、また、くすのきプラザでは電光

掲示板で定期的に掲載しております。その他、第４次総合計画改定版をはじめ、町の

発行する各種刊行物に掲載を行ったり、町が発送する郵送用の封筒、茶色い封筒でご

ざいますが、に印字するなどの啓発を行っております。公共施設や公務において、町

民の皆さんに目に触れる機会は一定程度あるものと考えております。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○議長（益田芳子君） ３回目の質問ございますか。 

  ４番、狩野議員。 

○４番（狩野雄二君） ４番、狩野です。ありがとうございました。現在もいろいろと

取り組まれておられますが、引き続き、より多くの町民の皆さんに町民憲章を知って

もらうための取組をお願いいたします。 

  ３回目の質問をいたします。最後の質問といたしまして、佐藤町長の「府中町民憲

章」に対する思いを、ぜひお聞かせいただければと思います。よろしくお願いいたし

ます。 

  以上で質問を終わります。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  町長。 

○町長（佐藤信治君） 狩野議員の町長の思いということで、お答えしたいと思います。 

  本町は昭和１２年に町制を施行しまして、これまで市町村合併を経験することなく、

現在では人口５万人を超える町として発展してきたということでございます。この町

民憲章は、府中町では昭和３０年代から昭和５０年代にかけて急激に人口が増加しま

して、その後は微増ないし横ばいで推移して今日に至っているという状況でございま

すが、町民憲章が、人口が急増し、その町の大きさの大枠の骨格ができた時期、まさ

にその時期に町民の皆様の要望、総意として策定されたというふうに理解をしており
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ます。先ほどの答弁がありましたように、各種関係機関、団体の皆様、町民のアンケ

ートにお答えいただいた皆様、町議会の皆様の手を取り合いながら、町民の総意で策

定されたものというふうに理解をしております。 

  府中町町民憲章制定委員会設置条例第１条では、町民憲章は町民の一人一人が明る

く、幸せな暮らしを営み、豊かで住みよいまちを目指して進む在り方と願いを定める

ものとしております。今日、当町では、総合計画を上位計画として様々な計画である

とか施策を進めておりますが、その基本は、誰もが住んでよかった、住み続けたいと

そういった実感できるまちづくりを進め、次世代へ引き続いていくと。それはまさに、

この町民憲章の趣旨である明るく幸せな暮らし、豊かで住みよい町という町民憲章の

精神を譲受するものであるというふうに理解をしております。 

  一方、町民憲章が制定されて約５０年が経過しておりまして、また憲章の先ほど紹

介しました推進、実践を担う推進協議会もその活動が終えられておるということで、

町民憲章が今日では十分に町民一人一人に浸透しているかというと、言い難い現状も

あるというふうに思います。町民憲章をより定着させるために、地域での取組、それ

と特に私としては、特にこれからの府中町の担う子どもたちに町民憲章を知ってもら

って、先人の思いを学んで育ってほしいというふうに思います。町行政として何がで

きるか、何をするかということにつきまして、具体的に知恵を絞って今後まいりたい

というふうに思いますので、そういった取組をしてまいりたいと思います。 

  以上で終わります。 

○議長（益田芳子君） 以上で、第３項、府中町民憲章について、４番、狩野議員の質

問を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（益田芳子君） ここで昼休憩をいたします。再開は１３時からといたします。

休憩。 

（休憩 午後０時０２分） 

 

（再開 午後１時００分） 

○議長（益田芳子君） 休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○議長（益田芳子君） 午前中に続いて、総務文教関係、第４項、学校給食の充実に向
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けて、８番、二見議員の質問を行います。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） ８番、二見です。学校給食の充実の方向性ついて質問をいたし

ます。 

  学校給食は、学校給食法に基づいて実施されています。第１条は、この法律の目的

として、学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資すること、児童及び生徒の

食に関する正しい理解と適切な判断力を養うこと、学校給食及び学校給食を活用した

食に関する指導、学校給食の普及・充実及び学校における食育の推進を掲げ、第２条

では、学校給食の目標として、適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ることな

ど、７項目が挙げられています。 

  学校給食はこのように大変重要な位置づけがされている一方、その実施は義務づけ

られていません。給食を実施するかどうか、どのような給食にするのかは、市町村の

判断に委ねられています。学校給食には、完全給食、捕食給食、ミルク給食という

３つの形態があります。完全給食は給食内容がパンか御飯の主食、おかず、牛乳の

３点セット。捕食給食はおかずと牛乳の２点セットで、主食は本人が持参をする。ミ

ルク給食は牛乳のみです。 

  小学校はどこでもほぼ完全給食ですが、中学校は都道府県によってばらつきが、完

全給食が実施されていない公立中学校の生徒数の割合は、神奈川県６７％、京都府

６２．３％、高知県４５．２％、滋賀県４５．１％、佐賀県４３．６％、広島県

４１．５％で、下から６番目です。広島県内の中学校で完全給食を実施しているのは

学校数では９割近いのですが、生徒数では５８．５％にすぎません。県内に住む中学

生の３割以上が全く給食がない。全国を見ますと、４７都道府県中３１道県は９５％

以上の生徒が完全給食を食べています。中国５県では、鳥取県９９．６％、島根県

９ ９ ． ６ ％ 、 岡 山 県 ９ ７ ． １ ％ 、 山 口 県 ９ ９ ． １ ％ に 対 し て 、 広 島 県 だ けが

５８．５％と、異常に低いのです。 

  このように、中学校給食が遅れている広島県にありながら、当町は昭和４０年頃か

ら中学生の完全給食を実施しています。極めて、先駆的、先進的だったわけです。調

理場所の違いによっても学校給食は区分され、自校方式、親子方式、センター方式、

デリバリー方式があります。自校方式は学校の敷地に調理場があり、その学校の給食

を調理します。府中町は全ての小中学校がこの自校方式です。親子方式は調理場を持
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つ自校方式の学校が調理場を持たない学校の給食調理も行い、給食時間までに配送し

ます。センター方式は、複数の学校の給食を給食センターで一括して調理し、給食時

間までに各学校に配送します。給食センターは、自治体の直営もありますし、民間業

者への委託もあります。デリバリー方式は民間業者の作った弁当を配達します。 

  この４つの実施方式で最も評価が高いのが自校方式です。そして、最も評価が低い

のがデリバリー弁当で、横浜市、神戸市、広島市などが採用しています。横浜市は

「ハマ弁」と呼ばれ、忌み嫌われており、広島市はあまりの評判の悪さに、昨年度デ

リバリー給食をやめる方針を固めました。 

  府中町は小学校、中学校とも自校方式で完全給食を実施し、温かいものは温かく、

冷たいものは冷たく、適温で提供してきました。教育委員会は、校舎改修のためデリ

バリー方式を経験した府中中学校生徒に対してアンケートを実施し、自校方式による

給食とデリバリー方式による給食に対しての意見を集計しています。どちらが好きか

という問いに対して、自校方式による給食と答えた生徒が８７％、デリバリー方式と

答えた生徒は１％にすぎません。自校方式は、温かい５１％、味つけがよい４４％、

献立がよい４３％、この３点が評価され、悪いところがないが４２％。一方、デリバ

リー方式は、冷めている８４％、味つけが悪い４３％、献立がよくない４３％と、正

反対の評価で、よいところがないが５３％でした。 

  学校給食には、自治体直営か民間委託かという区分もあります。府中町は町の直営

でしたが、平成２２年に府中中学校、府中緑ヶ丘中学校の学校給食を民間委託し、平

成２７年までに全ての小中学校で民間委託となりました。なぜ、民間委託したのか。

目的は人件費の削減です。平成２１年９月に開かれた全員協議会で、給食調理業務の

委託が議題となりました。教育部長は次のように説明をしております。府中町北小学

校が開校する前後の６年間には、３０人を超える常勤調理員が従事しておりました。

それだけに、給食の質は確保できた反面、増大多様化する行政需要や度重なる地方財

政の逼迫に伴い、調理員の人件費が次第に重荷になってきた。給食調理員を含む技能

労務職員の退職に伴う欠員の不補充と、事務職への転換推進を進めて常勤調理員をな

くすことを提案したわけです。１日６時間勤務の嘱託調理員だけでは、翌日の準備や

職員相互の連携に支障が出る。だから、民間事業者に委託するという理屈であります。

７つの学校を全て民間企業に委託すると、コストが７，０００万円削減できる。経済

効果があると、教育次長が説明しております。同じ年の第７回定例会、林淳議員の一
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般質問に対して、委託した場合、退職金分も含め１億円を超す削減になると、教育次

長が答弁をしました。 

  全ての学校給食が民間委託されて、１０年近い月日がたちました。児童生徒は引き

続き、温かく献立もよく、そしておいしい給食を食べています。そして、年間１億円

も人件費が削減できた。では、それで結構ということになるのか。私は大いに問題が

あると考えています。それは１億円削減の行方、どこにしわ寄せされているのかとい

う問題です。委託先の調理員さんは、町直営のときと変わらぬおいしい給食を作って

くれていますが、調理員さんの賃金が幾らか御存じでしょうか。調理員の７割はパー

ト職員です。現在、２つの業者に委託されていますが、それぞれホームページで確認

したところ、Ａ社の時給は９００円から９２０円と書かれていました。広島県の最低

賃金は８９９円です。最低賃金プラス１円ということになります。Ｂ社はどうか。

８７５円とありました。今年なら違反ですが、恐らく昨年か一昨年の求人記事が残っ

ていたのだと思われます。令和２年、令和３年の最低賃金は８７１円でしたので、最

低賃金プラス４円です。子どもの命と健康を預かる大切な仕事なのに、何と劣悪な処

遇でしょう。およその金額ですが、常勤職員だったら３０歳で４００万円、４０歳で

５００万円、５０歳で６５０万円、６０歳の定年時には７００万円の年収です。それ

が最低賃金すれすれのワーキングプア、低賃金労働者に置き換わったわけです。Ａ社

で働く５．５時間のパート調理員の年収は１００万円ちょっとです。ボーナスもあり

ませんし、定期昇給もない。退職金もない。年金は国民年金でしょう。満額で６万

５，０００円、老後の生活はパートナー次第であります。常勤社員の月収も２０万円

に満たない。Ａ社は各学校の責任者は準社員という雇用形態のようですが、常勤非正

規という意味なのでしょうか。年収は２３０万円前後です。常勤ですらワーキングプ

アなんです。町が節約した１億円は当町や周辺市町に住み、給食を作ってくれる人た

ちの犠牲によって毎年生み出されているんです。学校給食調理はやりがいのある仕事

であるとともに重労働です。調理室は高温で多湿、熱中症の危険がある。腰痛や腱鞘

炎、手荒れに悩まされる。衛生のルールは厳しく、これは当然のことでありますけれ

ども、ストレスになる。にもかかわらず、賃金は安く処遇はよくない。だから長続き

しません。 

  教育委員会から令和３年４月時点の各学校の調理員配置状況一覧をいただきました

が、パートの経験年数は５年未満が６０％です。町の常勤職員が途中で辞めることは
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珍しいと思うんです。しかし、民間調理業界はそうではない。学校給食に限らず、病

院、保育園などの調理員も慢性的な人不足で、しょっちゅう求人広告が出ています。

給食の委託を受けた企業が不当な利益を得ているために、職員の処遇が悪いのかとい

うと、そうではないと思います。委託料が安いがために、パートの比率を増やし、時

給も低くせざるを得ない。最低賃金すれすれ。そうしないと企業として成り立たない

からです。 

  このように、処遇の悪さは人手不足を招きます。他の自治体では人手が足りず、事

故が起きそうなので何とかしてほしいという告発があったと聞いています。人手不足

が高じれば、必要な分だけの給食を作ることができない事態になるかもしれません。

府中町では２３人でしたが、日本全国で同じように常勤の調理員を減らして民間企業

に委託しました。文科省の調査によると、平成１５年には常勤職員が全国で５万

３１２人いましたが、平成３０年には２万５，１９０人と半分になりました。１５年

間 で ２ 万 ５ ， ０ ０ ０ 人 分 の 質 の よ い 雇 用 が 奪 わ れ た わ け で す 。 平 成 １ ８ 年に

２１．３％だった調理の委託は、平成３０年には５０．６％と半数を超えています。

背景にあるのは、平成１７年の総務省、新地方行革指針とその翌年に成立した行政改

革推進法です。新地方行革指針は、過去５年間の総定員の純減４．６％を上回る人減

らし計画をつくることを自治体に求め、民間委託を推進し、指定管理者制度を活用し、

第三セクターは統廃合、民間譲渡、完全民営化を目指せと尻を叩きました。翌

２００６年に成立した行政改革推進法は、公務員総人件費の削減を掲げ、総務省の指

針にある地方公務員４．６％以上の純減を条文にいたしました。全国の地方自治体が

人員削減を迫られました。調理やごみ収集といった現業部門がターゲットとされ、常

勤の給食調理員は大幅に削減され、最低賃金すれすれのパート労働に置き換わったわ

けです。非正規雇用の増大は官民ともに進められました。昭和５９年には、非正規雇

用労働者は１５．３％でしたが、令和２年には３７．２％、４割近くを占めるように

なっています。年収２００万円未満のワーキングプアは約１，２００万人に上ります。

女性の貧困、子どもの貧困といった問題も密接に関連しています。非正規雇用が広が

り、正規労働者の賃金も引き下げました。正規労働者の賃金のピークは平成９年でし

たが、令和２年には月額で５万３，２６５円、率にして１４．３％も減ったのです。

全体として国民の所得が増えず、格差と貧困が広がったことで日本経済の弱体化が進

みました。 
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  今年、今月３月３日、経済財政諮問会議が開かれ、提出された資料には、我が国で

はこの四半世紀で、相対的に所得が低い若者単身世帯や高齢者世帯が増加し、高所得

世帯の割合が低下した。また、働き盛りの４０から５０代世帯の多くでは、世帯の所

得が大きく減少する中、配偶者の労働参加は進んだものの、その多くが非正規雇用で

あり、世帯所得は減少したと、このように述べられています。 

  公務も民間も正規労働者を削減し、非正規労働者を増やしてきたことの結果であり

ます。非正規雇用の増大は日本社会に暗い影を落としています。この流れを変えない

といけない。１９８０年代の日本のように、８時間働けばちゃんと暮らせるような社

会に戻す必要があります。そのためにも、給食調理員を町の常勤職に戻せと言いたい

ところですが、根元には、根本には国の規制緩和、民営化の圧力があり、町の努力だ

けではなかなか難しいでしょう。しかし、町としてできることはあります。それは委

託先職員の賃金について規定を設け、業者にそれを守るよう義務づけることです。今

よりもよい賃金となるよう基準を設け、それに見合う委託料を払う仕組みはつくるこ

とができます。 

  そこで質問です。１、町は「委託業務要求水準書」を作成し、業者からの提案を審

査し、委託業者を選定しています。この「委託業務要求水準書」に、人件費（正規の

場合には月給、非正規の場合には時給）の規定を設け、調理員の処遇を改善すること

が必要だと考えますが、町としての見解を伺います。 

  次に、大規模センター方式の問題について伺います。平成１７年に食育基本法が、

平成１８年に食育推進基本計画が制定され、学校給食の重要性が改めて認識されるよ

うになりました。中学校の完全給食実施状況は、平成２０年の学校数で８０．９％、

生徒数で７４．６％でした。平成３０年は学校数で９３．２％、生徒数で８５．３％

と伸びています。この２００８年から２０１８年の１０年間で増えた調理方式は、自

校方式でもセンター方式でもなく、デリバリー方式です。１．８％から１２．１％と

伸びました。しかし、先ほども述べましたように大変不評で、デリバリー方式からの

転換が進みつつあります。何に転換されようとしているのか、それは自校方式ではな

く、公民連携によるセンター方式であります。広島市は、デリバリー方式が味や温度

の点で著しく問題があること、調理施設の老朽化、衛生管理体制の強化などを理由に

センター方式を基本とするという方針を決めました。市内を５つのエリアに分け、既

にある五日市地区学校給食センターからの受配校、受け取る学校ですね、受配校を増
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やし、北東部エリア、北西部エリア、中部エリア、東部エリアと５つの給食センター

を造っていく。この計画どおりならば、１０年後の令和１３年に東部エリアセンター

ができます。広島市作成の資料によりますと、東部エリアは１万５，０００人分の給

食センターを造り、安芸区、東区、南区の小中学校が対象のようです。手違いでしょ

うが、広島市作成の資料にあったエリアを示す地図は府中町も同じ紫色に塗られてお

りました。１万２，０００食提供の給食センターの場合、初期費用が自校方式の

６４％、ランニングコストで９３％で済むと広島市は試算をしております。政府は平

成２５年から今年までの１０年間で、２１兆円以上の事業規模目標を掲げ、民間資金

の積極的な活用による公共施設の更新を推奨しております。 

  私は昨年の３月議会で、公共施設の維持保全について質問し、民間資金の積極的な

活用の問題点を指摘いたしました。それに対する総務企画部長の答弁は、公共施設の

老朽化への対応に結びつくものであり、当町の個別の状況を踏まえる必要はあるもの

の、進めるべきところは進めていくというものでした。平成２９年に改築した府中中

以外は、５０年以上の給食棟が２校、４０年以上が４校です。町内には給食センター

を建設する広い土地もありません。施設老朽化の対応として、広島市が造るであろう

東部エリアの民設民営の大規模給食センターに委託するのではないかと危惧しており

ます。給食センター方式には様々な問題点があります。 

  第１に、食の安全、児童生徒の健康と命に関わる問題です。学校食中毒は、平成

１１年から平成２０年の１０年間に５８件でしたが、平成２１年から平成３０年の

１０年間は、３０件と減少しています。減少傾向にあるものの、食中毒を完全になく

すことはできません。１９９６年、大腸菌Ｏ１５７による集団食中毒事件が全国各地

で発生、大阪府堺市では児童７，８９２人を含む９，５２３人の方々が罹患し、３人

の児童の尊い命を失いました。堺市の学校給食はセンター方式ではありませんでした

が、３つの地域ごとの共通メニューで、食材は堺市学校給食協会がまとめて発注して

いました。同じ食材、共通メニュー、大規模調理はその規模に応じて被害が広がりま

す。 

  第２に、調理員が新型コロナウイルスなどに感染した場合、給食が提供できなくな

ります。埼玉県朝霞市の溝沼学校給食センターは５つの学校と１つの小学校の給食を

作っていましたが、昨年６月末に職員のコロナ感染が判明し、３週間にわたって給食

が提供できませんでした。 
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  第３に、自然災害に対するもろさです。令和元年、台風１５号によって、千葉県館

山市の学校給食センターが被災しました。新しい給食センターの建設は１年かかり、

新型コロナの感染拡大もあり、給食が再開できたのは今年１月、１年４か月もの間、

御飯と牛乳とふりかけという簡易給食が続きました。その後、週２回ほど温かいレト

ルト食品の提供も始まったが、簡易給食だけでは栄養が足りない。家からのおかずの

持参や弁当の持参が認められた。その分、家庭の負担が増えたと新聞は伝えています。

記事によりますと、新給食センターは台風が来る前の７月に工事が始まっていたそう

で、台風による被災後からのスタートであれば、さらに給食が提供できない期間が長

引いた可能性があります。 

  第４に、移送時間、移送距離の問題があります。文科省の作成した学校給食衛生管

理の基準においては、調理後２時間以内に食べ終わることが推奨されています。細菌

の増殖は温度と経過時間に大きく影響され、食品や環境中の細菌は３０度に放置した

場合、２時間を過ぎると増え始めるからであります。千葉県成田市教育委員会が作成

した学校給食施設整備基本計画では、調理終了から食べ終わるまでの時間を次のよう

に見込んでいます。調理終了からセンター出発が１５分、到着して検食準備が５分、

検食が１５分、給食準備に２０分、給食が３０分、合計１時間２５分です。２時間以

内に食べ終わるためには、３５分以内に到着しなければなりません。海田町は五日市

地区学校給食センターに中学校給食を委託しましたが、センターから学校到着までの

時間を４０分と見込んでいます。渋滞になれば、さらに時間がかかることでしょう。

自校方式ならば配達時間のロスはなく、２時間以内の食べ終わることができます。食

中毒の危険が少ないわけです。 

  また、配送には、温度、湿度の管理ができ、リフトつき専用のトラックが必要です。

価格は様々ですが、ネットで調べてみましたところ、消費税込で５００万円から

７００万円程度で自治体が購入しているようです。運転手の人件費やガソリン代も必

要です。これらは業者への委託料に上乗せされるか、別建てで自治体が準備しなけれ

ばなりません。コストアップにつながります。 

  第５に、委託先に問題があっても、そう簡単には変えられません。広島市が五日市

地区学校給食センターを民設民営で広島アグリフードに委託しましたが、契約は

１５年です。施設も民間企業に造らせるのですから、ある意味当然なのでしょう。調

理施設の建設を伴う委託契約は長期にならざるを得ません。また、委託先に問題があ
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っても、契約を解除することが難しい。企業は利潤を求めて事業をするわけですから、

赤字が続けば撤退するし、倒産する場合もあります。民設民営の場合、自治体が施設

と設備、維持管理費、給食の供給量に見合ったコストを委託料として負担をします。

施設整備にかかった経費が分割で自治体から支払われて、そこへ自力でセンターを造

って、既にある給食センターに取って代わることは極めて難しい。委託業者は固定さ

れてしまうわけです。競争原理は働きません。 

  以上、申しましたように、学校給食をセンター方式にすることには問題があります。 

  そこで質問です。各地で大規模センターへの委託が進みつつあります。府中町はこ

のまま自校方式を続けるべきだと考えますが、町としての見解を伺います。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（榎並隆浩君） 教育部長です。８番、二見議員、学校給食の充実に向けて、

に答弁します。 

  まず、１つ目の質問、委託業務要求水準書に人件費の規定を設け、調理員の処遇を

改善することが必要だと考えますが、町としての見解は、について答弁します。 

  委託業務要求水準書に人件費の規定を設けることにつきましては、各事業者が給与

規定等を設けていることから、町で定めることは難しいと考えております。給食調理

業務の委託は３年ごとに契約しており、契約時には最低賃金の基準や物価上昇を考慮

して委託料の見直しを行っております。また、業者選定につきましては、価格による

入札ではなくプロポーザル方式で行っております。その評価項目の１つとして、各事

業者には調理員の雇用計画や有能な人材の確保について提案をしていただき、町は経

験豊富かつ有能な人材の確保と長期雇用を考慮した提案がされているかという視点で

評価をしております。 

  次に、２つ目の質問、各地で大規模センターへの委託が進みつつある中で、府中町

はこのまま自校方式を続けるべきだと考えますが、町としての見解は、について答弁

します。 

  今後、給食棟の建て替え時期においては、自校給食維持のほかセンター方式や親子

方式などの検討は必要と思いますが、現時点において町教育委員会としては自校調理

方式が適切と考えております。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 
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○議長（益田芳子君） ２回目の質問ございますか。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） ８番、二見です。１つ目の質問に対する答弁は、人件費の規定

を設けることはできないということでした。その結果が、地域最低賃金プラス１円玉

の世界なわけであります。日本の最低賃金は、最低賃金制度を導入しているＯＥＣＤ

加盟２９か国中、下から３番目です。所得中央値の４４％、平均値の３８％でしかな

い。規制力が働かないということです。労働条件は労働者が人たるに値する生活を営

むための必要を満たすべきものでなければならないと労働基準法は言っています。本

来、国が最低賃金を引き上げ、町民の皆さんはじめ、働く人々の人たるに値する生活

を保障すべきですが、残念ながらそうなっていない。ならば、直営だったものを委託

した委託先の労働条件について一定の関与をして、自治体がワーキングプアをつくり

出すことに歯止めをかけないといけないです。委託した責任があるわけです。 

  平成２１年、千葉県野田市が一定額以上の賃金の支払いを受注者に求める条例、公

契約条例制定し、各地で同様の条例が制定されています。自治体でも規制はできるん

です。こういうものも研究して、調理員の処遇改善に取り組んでいただきたい。 

  ２つ目の自校方式については、現時点ではという留保つきでしたが、維持する考え

を示しました。よかったです。しかし、広島市の恐らく民設民営で造られるであろう

東部エリアの１万５，０００人分の給食センターができる頃に、当町にも声がかかる

のではないかと思っております。東部センターの建設地として、安芸区船越南にあり

ます広島市東部市場跡地がいいのではないかという質問も広島市議会で出ています。

もし、東部市場跡地なら、十数分で府中町まで届くと。コストを削減したいのならば

魅力的な話です。しかし、経費的には安くつくのかもしれませんが、命と健康に関わ

る問題です。慎重な検討を求めたいと思います。 

  さて、次の質問です。食の安全について伺います。当町が給食の民間委託を始める

四半世紀前、昭和６０年に文部科学省が学校給食業務の運営の合理化についてという

通知を出しました。パート職員の活用、共同調理方式、センター方式ですね、民間委

託などによって、人件費の削減を求めた文書であります。それでも献立は委託の対象

にせず、物資の購入と衛生、安全については、設置者の意向を十分反映できるような

管理体制を取るようにという歯止めがかかっています。全国的にも物資購入の委託は、

１０．８％と調理や運搬などと比べて低い水準にあります。 
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  当町も献立と食材の調達は、教育委員会が責任を持ってやっています。牧下圭貴氏

の「学校給食」に次のように書かれていて、なるほどと思いました。食材費に余裕が

あれば、国産を選んだり、加工食品、冷凍食品ではなく素材から手作りするための新

鮮な肉や魚、野菜などを購入することもでき、献立の自由度も増します。しかし、現

実には、食材費が限られているために、安全性を第一にしながらも多くの調理場が冷

凍食品や加工食品、輸入食材を使っています。だしやルーから手作りし、冷凍食品や

加工食品をほとんど使わないという調理場もありますが、限られた調理人数、施設、

設備の中での手作りには大変な苦労があります。当町の場合、食材費は小学校で

２８０円、中学校で３１０円です。この金額で輸入食材や冷凍食品を使わずに給食を

作ることは難しいのではないかと思います。 

  また、当町では児童生徒のアレルギーに対応した調理をしていると伺いました。文

科省の食物アレルギー対応指針に目を通しますと、食物アレルギー対応委員会の設置

と運営、アレルギー対応を希望する保護者からの申請と確認、献立の作成と検討、調

理、教室での対応にわたる指針が書かれています。児童生徒の命と健康がかかってお

り、必要不可欠な取組だと思いますが、御苦労も多いのではないかと思います。 

  また、近年、日本で暮らす外国人も増え、府中町でもおよそ６４０人の方がいます。

世界人口の４分の１がイスラム教徒、ムスリムだと言われており、ムスリムは戒律で

豚肉が食べられません。他の自治体では、給食の豚肉除去を求めたところ、対応でき

ないと断られたケースがあると言います。 

  そこで、質問です。当町での輸入食品や冷凍食品はどの程度で、地産地消への対応

はどうなっているでしょうか。また、限られた食材費の中で苦労が多いと思いますが、

献立をつくる栄養士の声を紹介してください。当町におけるアレルギー食やハラル食

への対応についてもお答えください。 

  次に、給食費に対する助成について質問いたします。 

  献立をつくる側からすると、１食２８０円、３１０円という金額で食材を調達する

ことは大変でありますが、支払う側、児童生徒の保護者からすると、１食３００円程

度であっても、年間にするとかなりの金額になり、重い負担となります。府中町は昨

年度の数字ですが、小学校５万４，６４９円、中学校５万５，５９８円です。全国平

均では、年額小学校４万７，７７３円、中学校５万４，３５１円となっています。給

食費以外にも教材費や修学旅行費などの負担があります。保護者が子どもの学校教育、
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学校給食費、学校外活動にかかった学習費総額は、年間で公立小学校が約３２万円、

公立中学校が約４９万円です。日本国憲法２６条、全て国民は等しく教育を受ける権

利があると述べ、義務教育はこれを無償とすると規定しているわけですが、実際には、

無償とは程遠い現実です。高校、大学に進学すれば、さらに多額の費用がかかり、家

計に重くのしかかっています。 

  給食費を含めた教育の無償化は本来国の仕事です。極めて不十分ですが、幼児教育、

保育の無償化、高等教育の無償化が部分的に始まっています。今、給食費の無償化を

求める声に押されて、独自に無償化を実施している自治体もあります。小学校、中学

校とも無償化を実施しているのは、１，７４０自治体中７６自治体、４．４％で、そ

のうち７１自治体が町村であり、また人口１万人未満の自治体が５６自治体、県内で

は神石高原町だけであります。完全無償化は児童生徒が少ない自治体でないと、なか

なか難しいと思います。当町で小中学校の学校給食を無償にするためにどのくらい必

要なのか、教育委員会に試算をしてもらいました。小学校１億７，０００万円、中学

校６，５００万円、合計でおよそ２億３，０００万円かかる。一般会計１８０億円程

度の当町にとって、決して軽い負担とは言えない。ですから、町だけの財源で学校給

食費を完全無償化せいとは言いません。しかし、給食費の一部を町が負担することは

できるのではないでしょうか。文部科学省は、教員の業務負担の軽減などの理由から

学校給食費の公会計化を促進しています。学校給食費の徴収管理業務を学校から市町

村に移すわけです。当町も令和５年度から公会計化を始めます。公会計となれば、町

の関与もしやすくなります。給食費の１割を町が助成するなら２，３００万円、児童

生徒１人当たり年間約５，０００円ほど負担軽減になります。２割なら４，６００万

円、１人当たり１万円ほどの負担軽減ができます。埼玉県神川町では、令和元年４月

から給食費を無償化しました。児童生徒数が９５０人で、当町の４分の１、無償化の

予算は４，０００万円です。神川町の一般会計は会計予算６２億円で、当町の３分の

１です。６２億円の一般財源で、４，０００万円を給食費無償のために使っています。

そこから考えますと、当町でも給食費に対して数千万円の補助を検討することは可能

なのではないかというふうに考えるわけです。 

  保護者の負担を軽減するもう一つの方法は、就学援助制度を拡充することです。こ

の制度は経済的負担によって就学困難と認められる学齢児童生徒の保護者を援助する

ものであります。給食費や学用品費、体育実技用具費、新入学児童生徒学用品費など
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が援助されますので、支給されますと保護者は大変助かります。就学援助が受けられ

るのは、生活保護を受けている保護者、要保護者と市町村教育委員会が要保護に準ず

る程度に困窮していると求めるもの、準要保護者です。準要保護の認定基準は各市町

村が決めます。府中町は生活保護基準の１．２倍となっています。これを１．３倍、

１．４倍と引き上げれば、現状より少し所得の高い層まで援助が広がり、給食費も免

除されます。府中町の生活保護基準の１．２倍という基準は、広島県内２３市町で下

から６番目、府中町より低い基準を設けているのは、広島市、呉市、海田町、熊野町、

北広島町の二市三町にすぎません。竹原市、庄原市、神石高原町が１．５倍、三原市、

尾道市、福山市、三次市、東広島市、安芸高田市、江田島市、坂町、安芸太田町、大

崎上島町、世羅町が１．３倍、府中市は基準が少し違うようですけれども、生活保護

基準の大体１．３倍に相当します。このように、府中町の現在の就学援助、他市町か

ら後れを取っています。 

  そこで、質問です。一律一部補助や就学援助基準の引き上げによって、給食費を援

助すべきだと考えますが、町としての見解を伺います。 

  以上です。 

○議長（益田芳子君） 答弁。 

  学校教育課長。 

○学校教育課長（立花淑子君） 学校教育課長です。８番、二見議員の２回目の質問に

答弁します。 

  まず、１つ目の質問、当町での輸入食品や冷凍食品はどの程度で、地産地消への対

応はどうなっているか、また限られた食材費の中での苦労が多いと思いますが、献立

をつくる栄養士の声を紹介してください、について答弁します。 

  地産地消の対応として、食材の調達は広島県産、中国地方産、国産の順に価格との

バランスを考えながら調達しております。輸入食品については、エビやサバなど国産

の流通が少ない食材や国産価格が輸入食品に比べてとても高い食材は輸入食品を選定

しております。野菜につきましては、生鮮野菜を主に調達し、冷凍食品を極力使わな

いようにしております、しかしながら、給食は彩りも大切なため、収穫時期によって

調達できない場合に使用したり、調理の扱いやすさからコーンや枝豆などを使用した

りしております。ただし、使用する際には、可能な限り国産のものを調達しておりま

す。また、学校により異なりますが、ハム、ベーコン、ちくわなども冷凍加工食品を
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使用しております。 

  栄養士の声としましては、ここ数年で小麦粉、砂糖、食用油など調味料や材料費な

どが高騰し、パンや麺など様々な食品に値上がりが波及しております。給食について

も食材の調達に影響が出ており、限られた費用の中で栄養管理と品質のバランスを考

えながら、より一層メニューや食材の工夫が必要になっているとのことです。 

  次に、２つ目の質問、当町におけるアレルギー食やハラル食への対応について答弁

します。まず、アレルギー食の対応につきましては、町内の小中学校、合わせて

１８０名、全児童生徒の４．２％がアレルギー食の対応を行っております。アレルギ

ーは個人ごとに症状や食品が異なるため、翌月の献立を作成後、事前に栄養士と保護

者が連携し、メニューごとに喫食可能か、除去食で対応できるかを決定しております。

除去食で対応できない場合は、主食の持参やおかずの一部を持参していただくよう保

護者にお願いしております。またハラル食に限らず、宗教上の理由で対応が必要な場

合も、アレルギー食と同様に栄養士と保護者が連携し、該当の食材や調味料を記載し

た詳細な献立表を確認して、自ら除去できるか、おかずの一部を持参するか、または

給食ではなく、お弁当を持参するかのいずれかを保護者に判断していただいておりま

す。 

  最後に、３つ目の質問、一律一部補助や修学援助の引き上げによって給食費を援助

する考えはないかについて答弁します。無償化を実施しているのは人口が１万人未満

の自治体がほとんどで、当町で給食費の無償化を実施する場合には多額の費用がかか

ります。また、一部補助についても、県内で実施している自治体はございません。こ

れらの状況や財政負担も伴うことから、給食費一律一部補助や修学援助の引き上げに

ついては、現時点において考えてはおりませんが、給食費一律一部補助や就学援助の

認定基準については、今後、調査していきたいと考えています。 

  答弁は以上です。 

○議長（益田芳子君） ３回目の質問ございますか。 

  ８番、二見議員。 

○８番（二見伸吾君） 一部補助について、県内で実施している自治体はないという答

弁でしたが、全国では平成３０年の調査で、学校給食費または食材費の一部を助成し

ている自治体が３１１あります。また、第２子、第３子以降、無償化している自治体

や特定の学年を無償にしている自治体、ひとり親家庭の児童を無償にしているところ
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もあります。府中町は、県内の自治体があまりやっていなかった昭和４０年頃から自

校方式の中学校給食を実施しました。極めて先駆的、先進的な取組です。宗教上の理

由による除去食も取り組んでいない自治体、学校が多い中、実施をしております。ま

た、中学校給食だけでなく、すぐやる課や非核町宣言など、全国に先駆け、進取の気

性を持って実施をした経験が府中町の歴史にはあります。こういった府中町の歴史と

伝統を踏まえ、給食費の一部補助や就学援助の認定基準についても検討され、保護者

の負担軽減を図っていただきたいと思います。 

  以上で、質問を終わります。 

○議長（益田芳子君） 以上で、第４項、学校給食の充実に向けて、８番、二見議員の

質問を終わります。 

  ここで休憩をいたします。再開は１４時１０分からといたします。休憩。 

（休憩 午後２時０２分） 

 

（再開 午後２時１０分） 

○副議長（西山 優君） 議長を交代しました。 

  休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（西山 優君） 引き続き、一般質問を行います。 

  続いて、総務文教関係、第５項、固定資産税課税誤りへの対応について、６番、田

中議員の質問を行います。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 田中伸武です。よろしくお願いします。 

  固定資産税課税誤りへの対応について、お尋ねいたします。この問題は、皆様御承

知のように、昨年春、明るみになりまして、新聞報道もありました。町が公園として

借りている神社所有地２か所、えの宮と総社跡ですけれども、本来なら課税すべき固

定資産税が５０年以上課税漏れとなっていた問題であります。 

  昨年５月には住民監査請求が出され、７月には監査委員の勧告が出ました。課税漏

れを後から追加する遡及課税の請求、これは却下された形なわけでありますけれども、

一部の用地は狛犬などの部分は公園として適切ではないとされたわけであります。昨

年６月の定例会でも一般質問させていただきましたけども、その後の勧告、経緯と対
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応についてお尋ねするところであります。 

  私たち議会は、長年予算を承認し続けております。執行部を監視、チェックしなけ

ればならない議会としては、この問題の責任の一端もあると言えるわけでありまして、

私も議会の一員として誠に申し訳なく思うところであります。 

  さて、第１点の質問は、勧告の内容をどう受け止めたかであります。勧告は、結論

としては固定資産税の遡及賦課をしないという町の対応を追認したわけであります。

けれども、税条例などの法令違反、この事実が消えたわけではありません。改めて、

この違法性をどう考えますかと。 

  それから、もう一つは、町の主張が認められなかった点についてであります。狛犬

とか登録寄附者名簿碑のところは、わずかな面積だから影響はないと、町のほうは主

張したわけでありますが、ここは勧告は厳しい勧告でした。町が特定の宗教に対して

特別の便益を供給し、これを援助していると評価されてもやむを得ないことから、適

切ではないと述べています。つまり少々のエリアであっても責任は重いんだという勧

告であったわけです。これをどう受け止めたでありましょうか。 

  それから、第２点目、こうした勧告を受けた後の対応についてであります。町が今

年１月１７日にホームページに掲載したのは、狛犬及び灯籠寄附者名簿碑の地積、面

積ですね、１３平方メートルを現土地賃貸借契約の借上げ対象地積から除外すること

とし、令和３年１２月１５日付で変更契約を締結したと。適用は令和４年４月１日、

来月からというものでありました。この変更の内容について、先週の予算特別委員会

でも質疑をあったわけでありますけども、改めて御説明いただきたいと思います。 

  地積、つまりは公園のエリアについてですけども、これも現状で適切なのかどうか。

木立の斜面、一部子どもたちが使えない木立の斜面なども入っているわけで、ここも

見直すべきではないかとか、あるいは道路を挟んで北側の三角地の飛び地のエリアで

すけども、ここもそのままでいいのか。そして、課税される登記簿の面積と実際のエ

リアがずれている点、ここはどう考えるのだろうか、対応したほうがいいんじゃない

かと、そういう点も再測量を含め、再び測量することも含めて対応したほうがいいん

ではないか、そういう点であります。 

  それから、勧告の中の意見というところで述べてあるここの対応についてもお伺い

いたします。ここも先ほどの一部エリアの点に加えて、結構厳しい意見でありました。

勧告の意見でありました。課題の先送り体質の払拭と事務体制の一層の充実強化に向
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け、実効性のある取組を行い、適正公平な行政の執行に努めていただきたいとあるわ

けであります。これは責任問題にもつながるということでありますが、いかがお考え

でしょうかと。 

  それから３点目は、そもそもといいますか、やはり疑念を抱いた町民の方がいらっ

しゃるところの１つの理由でもありますけれども、町政と宗教との関係、言わば、行

政の姿勢についての点であります。先ほどのあの勧告の判断の中でも、政教分離の原

則に反しているみたいな指摘がありましたけれども、言うまでもないことであります

けれども、日本国憲法では政教分離の原則が第２０条と第８９条に定められていると

ころであります。勧告は、厳しく言えばこういう憲法違反の疑いを指摘していると言

えるわけであります。改めて、ここの政教分離の徹底をどう図るかということも大切

な行政の姿勢ではないかと思うわけであります。 

  以上、大きくは勧告の受け止め、その後の勧告の含めたその後の対応、そして町政

の姿勢と、この大きくは３つについてお尋ねいたします。よろしくお願いします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  総務企画部長。 

○総務企画部長（増田康洋君） 総務企画部長です。６番、田中議員の一般質問、固定

資産税課税誤りへの対応についてに関し、答弁いたします。御質問の内容が複数の部

にわたりますので、私のほうで一括して答弁をさせていただきます。 

  まず、１、勧告の内容をどう受け止めたかです。町が固定資産税を遡及課税しない

としたことについて、監査委員には現実的な対処方法として理由があると判断された

ところです。しかし、課税すべき土地を非課税措置としていた課税誤りがあったこと

は事実であり、大変申し訳なく思うとともに、今後同様なことが発生しないよう再発

防止策を講じたところです。具体的には、令和３年６月定例会一般質問答弁の繰り返

しになりますが、各部署に対し、土地の賃貸借契約状況を照会することとしたこと、

また、固定資産の利用状況や確認調査を実施することとしたことなど、新たな取組を

行っております。 

  次に、狛犬等の賃貸借について、町は都市公園上の修景施設に該当すると主張した

わけですが、監査委員には、「一般人の目から見て、町が特定の宗教に対して特別の

便益を提供し、これを援助していると評価されてもやむを得ないことから、適切でな

い」と判断され、「有償で借用しないこと」とする勧告を受けたところです。主張が
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認められなかったことは遺憾でございますが、町民に疑念を抱かせる現状がある以上、

解消する必要があると判断し、勧告を受け入れた次第です。 

  ２、その後の対応についてです。勧告の受入れに当たり、町は賃貸借契約の相手方

と、現在の借上げ面積から狛犬等分の面積を減ずる変更契約を行いました。住民監査

請求の請求内容には、借上げ面積に係る疑義がありましたが、その点について監査委

員から特段の指摘はなく、また変更契約の手法については、賃貸借契約の相手方との

協議で取り決めたことから、測量等を行う予定はございません。 

  次に、このたびの監査において監査委員からは、課税可能であることを了知してい

たのではないか、見直す機会があったのではないかという意見があったところであり、

また、課題の先送り体質の払拭を求められてもいます。課税可能であることを了知し

ていたのではないかという指摘を受けた、平成２４年当時の賃貸借に係る起案書の添

付資料を調査したところ、当該資料は、宗教法人から土地を借用し公園として供用し

ている県内他市町の事例を調査した資料であり、課税を調査した資料ではなかったこ

とから、当時の公園担当部署において課題を先送りしたという認識はございませんが、

しかしながら、部署間で情報共有がなされていなかった体制には課題があるとともに、

前例踏襲ではなく一歩踏み込んで現状を考察してみる姿勢も必要であったのではない

かと考えています。 

  次に、責任の問題についてですが、令和３年６月定例会一般質問において、「法律

違反であることは確かであるが、被害の状況と職員の職責等を見て判断したい」と答

弁いたしたところです。監査結果や内部調査から、今回の課税誤りについては、課税

調査の不足、また情報共有の不備ということに原因があり、故意や職務怠慢に起因す

る事案ではないことから、特定の職員に責任を求めることは行いませんが、今回の事

案を教訓として、再度、職員に対し法令遵守を徹底し、行政運営のさらなる透明性、

客観性、公平性の確保に努めていくことで、今後の職責を果たしてまいります。 

  ３、町政と宗教との関係についてです。日本国憲法第２０条第３項において、「国

及びその機関は、宗教教育その他いかなる宗教的活動もしてはならない。」と定めら

れているほか、第８９条において、「公金その他の公の財産は、宗教上の組織もしく

は団体の使用、便益もしくは維持のため、または公の支配に属しない慈善、教育もし

くは博愛の事業に対し、これを支出し、またはその利用に供してはならない。」と定

められています。町としては、当然この規定にのっとり、業務を遂行しているところ
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です。このたび勧告を受けた事案も、特定の宗教を支援したり、その普及を促進する

意図の上、行った行為では断じてございません。しかし、このたびの勧告で、町は意

図していない中でも、町民に疑念を抱かせる可能性があることを経験したとも言え、

今後は政教分離に一層留意し、町政を行ってまいりたいと考えております。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○副議長（西山 優君） ２回目の質問ございますか。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 答弁ありがとうございます。 

  勧告を受け入れた上で先ほどのような対応、賃貸借契約や契約の変更とか、あるい

は固定資産の確認調査を行うこと、そういった再発防止の取組もいろいろされとると

いうことで、御苦労さまだと思います。ただ、対応として、これで十分なのかと思わ

れる点もあるので、再質問させていただきます。 

  監査請求に基づく勧告は、今回、町の答弁にもあったように、あくまで財産上の問

題を重視した内容でありました。５年間の遡及賦課をしても、その分は信義則に基づ

いて町が相手方に手当しなければならない。いってこいのことを上乗せせにゃいけん

と、そういう町の主張を追認した形でありました。つまりは、損得勘定での判断だっ

たわけです。けれども、法律論で言えば、やはり遡及賦課しないことは違法に違いな

いわけであります。以前の契約書にも契約の免除ということは明記していないと。課

税しない信義則というのは、あくまで以前の取決めの推定に基づいているということ

なわけであります。もしこれが行政訴訟になった場合は、正義の実現という法律の面

からは監査勧告とは違った町に厳しい判決が出るのではと、そうおっしゃる法律家も

おられるわけであります。 

  そこで、もう一度質問ですけども、変更契約したその内容、これちょっと、もうち

ょっとここで改めて具体的にお示しください。広さが何平米だったのを１３平米減ら

して何平米にしたのかと。そこは借り賃は幾らだったのが、幾ら減らして幾らにした

のか、そういうことの確認を数字の上で示してください。 

  それから、現実の広さと帳簿上といいますか、登記簿上の広さが、エリアが一致し

てないということについて、再測量はしないという御答弁でありましたけども、これ

ではやはりずれは、本当の広さというのは契約上はもちろん広さを決めてやるわけで

すけども、現実の本当の広さというのは確定しないわけであります。私も現地でちょ
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っと図面と調べてみたわけですけども、フェンスの位置なんか新たにつくり変えて、

かなり図面とずれが。それから、道路の側溝の工事なんかもして、やはりこれもかな

り広さにずれがある。狛犬分のその１３平米を見直したとしても、それ以上の誤差が

かなりあそこにはあるということになってしまいます。これは残ったままでいいのか

どうか。私はもうちょっときちんと広さを確定して、この際だから測り直したほうが

いいと思うわけでありますが、いかがでございましょう。 

  それと合わせてですけども、北側の三角、飛び地の三角部分ですね。これも本体の

ほうが都市公園の条例で、三角のほうが遊園地の条例ということで、条例上は位置づ

けがちょっと違うわけですけども、同じように一緒に借りて、家賃を払って固定資産

税ももらって、公園として一体的に使うんだということであります。ただ、現実はあ

そこは今、草ぼうぼうで、とても公園として使えるような、三角地のほうですけどね、

飛び地のほうは状態ではない。ベンチが置いてあるんですけども、あそこも遊園地と

してきちんと借りるんだということであれば、もちろん見直さにゃいけませんし、も

う災害のときにちょっと資材を置いたりするのに使うだけだから、遊園地としては借

りないほうがいいんじゃないかという声もあるわけですが、借りるんであれば、きち

んとせにゃいけんし、そうでないなら、あそこは外したほうがいいんじゃないかと、

そういう点をお尋ねします。 

  広さの確定、エリアの確定、特に三角地のずれ、やはり狛犬部分だけを変更契約し

ても、実際の広さのところがきっちり確定しないわけなんでありますので、その公園

としての使い道の趣旨と広さ、そこらを改めて質問いたします。 

  それから、これからちょっと言うことは、できれば町長にお答え願いたいわけであ

りますけども、責任問題とそれから先ほど３点目で質問した政教分離の原則の姿勢に

ついてであります。責任問題は、先ほど総務企画部長の答弁でも処分等は取らないと

いうことだろうと思いますが、故意や職務怠慢に起因する事案でないので、特定の職

員に責任を求めることは行いませんと。もちろん、もう退職されている職員がほとん

どでありますし、今、残っている方も従来のそのまま引き継いでやっとるだけだった

のでということなのかもしれませんが、その点についてであります。どの職員がおま

えのせいでみたいなことを言うのは、追及するのは本当に難しいと思いますし、それ

はなかなか不可能だと思います。しかも、今回の課税漏れは職員が独自に気づいたの

だということを役場の説明していただくわけですが、だとすると、その課税漏れに気
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づいた職員は職務上の責任を逆によく果たしたということで、表彰しなきゃいけない。

そんな感じもするわけであります。役所であれ、あるいはどこであれ、どんな組織で

あれ、議会もそうかもしれませんけども、長年の前例とか今まで積み重ねてきたこと

を問題意識を持つのは結構難しい。おかしいぞと、これは改善したほうがいいぞとい

うのは、勇気が要ることであります。今まで悪いことしとったと思われるじゃないか、

何で変えないけんのや、ええじゃん、というそんなことも声も出たりすることもある

わけで、そういう意味で今回はよく見つけたということになるのかもしれません。 

  先ほどの答弁には、前例踏襲でなく、一歩踏み込んで現状を考察する姿勢と、これ

の大切さも指摘されておりますけれども、まさにそのとおりではないんでしょうか。

町のその担当者が課税漏れに気がついたのは、監査請求が出る前の令和２年秋だった

という御説明を以前にいただいたわけですけれども、住民からも同じ頃の令和２年秋

に別の情報公開請求が出されて、その中で宗教用地の課税は大丈夫なのというような

ことも問合せがあったわけであります。職員の方と住民の方と同じ頃に、タイミング

として同じ頃に気がついたということはよかったことかなとは思うわけであります。 

  ということで、繰り返しますけれども、個人の責任ではなくて組織のけじめ、こう

いうところをどうするかという問題を、ちょっと町長に厳しいんですけども、お尋ね

したいと思います。 

  昨年６月の一般質問の答弁で、町長こう述べていらっしゃいます。「業務に非があ

ったということは確かなので、そこは一定のけじめをつけるというんですかね、そう

いったことが私を含めてあるのかなというふうに思いますので、監査請求の結果を踏

まえて云々と、以外の状況と、それからそうしたときの職員の職責などを見まして判

断してまいりたいというふうに思っております」という御答弁でありました。 

  それから、先ほども言いましたが、もう一つ町長にお尋ねしたいのは、政教分離の

原則についてであります。総務企画部長の答弁で、先ほど特定の宗教を支援したり、

その普及を促進する意図の上、行った行為では断じてありませんと。つまりは、何か

意図があったのではなくて、純粋に事務的なチョンボなんやということなんだろうと

思いますが、ここはやはり政教分離の原則はトップの姿勢を示していただきたいと思

うわけであります。 

  府中町は、皆さんよく御承知のように、戦前は神武天皇の東遷伝説を歴史的事実だ

として扱って、多家神社があることは町民の誇りだったわけです。もちろんお宮に原
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因があるわけでも問題があるわけでもありません。神武天皇の神話は私たち町民がふ

るさとに愛着を持つ、誇りに思う、それはもちろん大事だと思いますけども、それを

歴史の事実だと受け止めて、神武天皇が１５０年生きたんだよと。そのうち７年は埃

宮におられたんですよと。あの埃宮の裏に大きな石碑が立ってるでしょう。松崎八幡

宮のところには腰かけ岩もあるじゃないか、ここに座られたんだよ、だから皆さん、

きちんと拝めましょうということになると問題なわけでありまして。観光資源として

生かすことは、これは大いにやっていいと思いますけども、けじめをつけて、歴史的

事実とは違う、歴史的事実ではないんだと。そう言い伝えであって、何らかの根拠は

あるのかもしれませんけども、歴史として、神の国の日本の我が府中町であるぞとい

うことに結びつくと、これは本当に大いなる過ちに結びつけるわけであります。憲法

が、新憲法というか、日本国憲法が厳しくそこの政教分離を戒めてるのも、やはり国

であれ地方であれ、きちんとけじめをつけて政を、政治のほうの政ですね、携わらな

ければならないということだろうと思います。 

  府中町ならではの神話、ふるさとに誇りを持つ。同時に平和な民主主義国家にあっ

て、地方自治の一翼を担うと、その姿勢を示すこともこの際だから大切だろうと思い

ます。そこに懸念を抱く、やはりかつての戦争の反省を大事なことと考える多くの町

民、あるいは国民にとって、そこのけじめが薄れることに大きな危惧を抱くところで

あります。トップの姿勢も、この点を改めて示していただきたいと思うわけでありま

す。 

  よろしくお願いします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  維持管理課長。 

○維持管理課長（谷口洋二君） 維持管理課長です。ただいまの質問、１点目、変更契

約の内容について、２点目、測量・面積の確定について、３点目、えの宮遊園地の利

用について、に答弁いたします。 

  令和３年７月２１日付の勧告に対応した措置を講じるに当たり、令和３年２月１日

付で締結した土地賃貸借契約を令和３年１２月１５日付で狛犬等の面積を減ずる変更

契 約 を 締 結 し ま し た 。 内 容 に つ き ま し て は 、 そ れ ま で 貸 借 し て い た 面 積

２，０２１．１９平方メートルから狛犬の実測面積７．８平方メートルと灯籠寄附者

名簿碑の実測面積５．２平方メートルの、合わせて１３平方メートルを差し引いた面
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積２，００８．１９平方メートルに変更するものです。このことにより減額となる賃

貸借料の試算額につきましては、令和３年度のえの宮公園賃貸借料を基に、１３平方

メートルを差し引いた単純計算を行ったところ、約１万４，０００円の減額となりま

す。 

  次に、測量についてお答えいたします。測量につきましては、先ほど総務企画部長

の答弁にもありましたように、賃貸借契約の相手側との協議で取り決めたことである

ため測量等を行う予定はありませんが、将来計画されている県道茂陰変電所線の拡幅

工事や榎川河川改修の影響により、土地、形質の変更等が発生する場合には、測量等

を実施するものとして検討してまいりたいと考えております。 

  次に、えの宮遊園地の利用についてお答えします。当該公園用地は平成３０年７月

豪雨の際には、災害復旧資機材等の一時保管場所として利用されるなど活用してまい

りました。災害応急対策施設や避難地、避難路としての機能も有しております。公園

の活用に際しては、歴史文化系地区にふさわしい有効利用方法について、利用者の声

を聞きながら検討してまいりたいと考えております。 

  私からの答弁は以上です。 

○副議長（西山 優君） 町長。 

○町長（佐藤信治君） 田中議員から町長に対する質問ということでございまして、

１つは本件事案の責任の有無と、質問のここにある表現を使えば、有無と対応、２つ

目は町政と宗教との関係ということでございます。 

  第１点の本件事案の責任の有無と対応ということについてでございますが、前回の

答弁の内容も踏まえまして、監査の結果や内部調査を踏まえますと、本件事業はそれ

ぞれの部署、担当部署の調査不足、情報共有の不備であったということでありまして、

責任に対する対応としては、先ほど総務企画部長が答弁したとおりでございます。私

のほうで付け加えるとすれば、誤りが長期間にわたっておるために、関係する役場職

員が多数となりまして、かつその多くは既に退職をしておるという状況がございます。

加えまして、法令上の誤りがあった、課税漏れがあったと、これ法令上の誤りであり

ますが、実利上の損害や利益があったわけではないと。これらを考慮して、特定の職

員に責任を求めることは行わないことにしたのでありまして、本件事案を教訓として、

今後、執務執行上の改善に取り組んでいくということが第一であるというふうに理解

をしておるところでございまして、理解をいただくようお願いをしたいと思います。 
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  前例踏襲にとらわれないと。今回、誤りを発見した、監査請求の前に町は内部的に

これを発見しておりまして、是正の手続をしておったという事実でございますけれど

も、議員のほうから誤りを発見した職員に対するプラス面での処遇と、表彰というこ

ともありましたが、について特段の措置を行う予定はないかということでございます

が、議会にこうして評価いただいておること、そのことは当然、当該人も本人もこの

やり取り聞いておるでございましょうから、特段の措置を行う予定はありませんが、

今申し上げましたように、本人のほうも大いに今後の励みなっておるというふうに感

じております。 

  次に、２点目の町政と宗教との関係でございますが、疑念を抱かれないよう、改め

て政教分離をどう徹底していくかということでございます。町政と宗教との関係は、

総務企画部長が日本国憲法を読み上げた上で府中町政は憲法を遵守していること、そ

うした中で、本件事案は意図していない中で町民に疑念を抱かせる可能性が生じたと

いうことで、今後一層留意して町政を進めるという答弁をさせていただきました。私

もまさにそのとおりということでございます。 

  本件事案を振り返ってみますと、宗教法人の所有する固定資産税の賦課を巡る案件

ではありますが、町が有償で借り受けて公園として供していたにもかかわらず、非課

税としていたのは、町が宗教法人でがあるがゆえに非課税を継続したわけではござい

ません。行政と宗教法人の関係というより、地方税法違反、課税誤りの事案として私

は受け止めております。また、狛犬等の有償借入れにつきましては、公園の供用、修

景施設として長い間位置づけておったわけでございますが、監査請求をすると、監査

委員からの宗教施設との判断を受けて、町民の疑念を抱かせることは本意でないこと

から、借入れを解消したということでございます。 

  以上のように、町行政は政教分離の原則を今日まで遵守してきたつもりであります

し、これからも遵守してまいります。誤解が招くような事案がないように、さらに誤

解の疑念を持つことがないように、遵守してまいりたいと思います。 

  議員のほうから、多家神社の神武天皇の件も紹介ありましたけど、町行政が神武天

皇が歴史的事実であったと。あるいはそれを町行政とつなげたということは一度もあ

りません。ただ、私も言ってるのは、そういう歴史、古事記あるいは日本書紀、日本

のそういった文書の中にそういう記載があって、それ事実かどうか分かりませんけど

も、多くは事実であるというふうに認識できないようでありますけれども、何らかの
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裏づけの中でそういう文書があったかもしれない。ですけれども、そのことを町行政

は積極的にお話をしたことはございません。町行政としてありません。日本遺産の際

に、神武東遷の取組をして御紹介しましたが、あくまでもこれは神武東遷という、そ

ういう歴史的な言い伝えを、宮崎から奈良の橿原までの間の各市町村が連携をして観

光事業としてやっていこうと。それをＰＲしようという取組でありまして、神武東遷

が歴史的な事実であるということを、この取組の中でしたことはございません。府中

町としては、もしそれがそういうふうな変質するんであれば、断固反対をし、脱退を

するつもりではございました。 

  ちょっとよそにそれますが、日本遺産としては、海外のお客様を呼び込む観光事業

という側面に取りまして、ちょっと文化庁のほうで、神武天皇の東遷というのは海外

のお客様を呼び込むにはちょっとニュースバリューいうんですかね、それが少ないと

いうことで選択していただけなかったという経緯がございます。何らかの観光事業と

して活用できないかということを再構築できるものなら、する機会があったらやって

いきたいと思いますが、よそ道にそれましたけれども、府中にはそういう歴史がある

ということは事実はでございますけれど、歴史的言い伝えもあるということ事実であ

りますが、それを町行政が活用したり、利用したり、そうしたことは現実にないわけ

でございまして、それと町行政とつないで、町行政の在り方を問うとはいかがなもの

かなというふうに、今、感じておることでございます。 

  以上により、町行政は政教分離の原則を今日までしっかりと遵守してきたというこ

とでございますので、今後も町民の皆様の疑念に抱かされることがないよう、十分熟

慮、配慮しながら、行政を進めてまいります。そして、こうした原則を誤りなく遵守

するためには、本件事案を教訓としまして、法令遵守と行政運営の透明性、客観性、

公平性の確保に格段の努力をしてまいりたいというふうに思いますので、御理解いた

だけますようお願いいたします。 

  以上です。 

○副議長（西山 優君） ３回目の質問ございますか。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） ありがとうございます。 

  特に政教分離の原則のところは町長も大分強調されておられましたので、そこは本

当に大事なところだと思うわけでありますが、やはりそこの疑念というのはどうして
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もつきまとう、そういう考えもやはり日本の不幸な歴史から考えてあるわけでありま

すから、町長おっしゃるように、一段とけじめをつけていただきたいと思うわけであ

ります。 

  それで、先ほどの責任問題のところ、私は課税誤りを見つけた職員を表彰してほし

いと言ったわけではなくて、表彰ものに値するぐらいであって、決して責任を問うべ

きではないと。特定の職員の責任を問うべきではないという意味で言ったわけであり

まして、つまりは誰かの責任ではなくて、組織としてこれを何かけじめをつける必要

があるんじゃないかと、そういう意味で問うたわけでありますが、町長は見える形の

そういうものではなくて、今後一層信頼を取り戻していくためのそういう取組をもっ

て責任を果たすというふうにおっしゃったわけで、そこは我々が懲罰動議するわけに

はいかないとか、そんなことをする権限はないわけでありますから、十分にやはり自

律的にお考えいただくということでお願いしたいと思います。 

  やはり、ちょっとまた話は戻りますが、勧告の受け止めがやっぱり実利上の問題で

あるというところ、それからやはり法的な正義の問題であると。ここはどうしても勧

告に従うことと法的な問題の解消、そこは一致しないわけでありまして、ここも十分

御自覚いただいて、町政に当たっていただきたいと思います。 

  それから細かいことですけども、三角地の問題、あるいは公園の広さの再測量はた

ちまちはしないんだと。次の河川の改修、道路のときに合わせて行うという御答弁の

ようですが、それはなるべくそういうときでないときに解消したほうがいいと私は思

うわけでありますが、そういう答弁であるなら、何らかの機会にきちっとエリアを確

定するべきだろうと思うわけであります。それから、やはり細かいことですが、今、

草ぼうぼうでやっとって、これを公園として借りとるんよというわけにはいかんと思

いますので、当面、やはり皆さんの意見を聞きながら有効利用を検討ということです

けども、ここもやはり町の公園としてみんなに提供しとんだということであれば、き

ちっとした対応をするべきではないかと思うわけであります。 

  ３回目の質問ということですけども、御答弁を受けて、今のような私としてはまだ

問題が残るのではないか、あるいは、そこの対応はもう少し工夫できるところがある

んじゃないかということを指摘させていただいて、質問を終わります。 

  ありがとうございました。 

○副議長（西山 優君） 以上で、第５項、固定資産税課税誤りへの対応について、
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６番、田中議員の質問を終わります。 

  続いて、総務文教関係、第６項、無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備について、６番、

田中議員の質問を行います。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 田中です。よろしくお願いします。 

  歴史的課題からちょっと一転して、今度は最新技術課題なわけでありますけれども、

無線ＬＡＮ、いわゆるＷｉ－Ｆｉの整備についてのお尋ねであります。 

  インターネットの利用が社会生活のあらゆる場面に広がっているところであります

けれども、これはパソコンやスマートフォン、タブレットなどのそういった機械が、

ハードウェアが発展、普及したことと、私たちが市民がせっせとそういうものを利用

して情報を得たり発信したりする、そういうソフト面での普及、この両面が急速にこ

こで進んだということの表れだろうと思うわけであります。 

  カフェやコンビニでもおなじみになりましたが、コンビニは何か一部やめるそうで

すけども、公共施設でもこういうネットが利用できるかどうかが、これが課題となっ

てきているわけであります。具体的には、町民が例えば文化行事や勉強会をするとき

に、公民館の会議室などでネットに接続できるかどうか。遠くの相手と意見交換した

り資料を見せ合いっこしたり、あるいは講師とやり取りしたり、そういったミーティ

ングができるのかどうか。もちろん資料なんか動画を引っ張り出したり、あるいは動

画を送信したりということもあるわけで、こういったことが無料でさくさくできる公

共施設なのかどうかと。そこがいわゆるＷｉ－Ｆｉ環境の整備が急務となってきてい

るわけであります。 

  府中町が管理する公共施設で、こういうネット環境が今どこまで整備されておるの

か。府中は遅れとんじゃないかという声も時々聞くわけでありますけれども、現状は

どうなのか。そして、その整備をどうやってしていくのかという、ここについてのお

尋ねであります。 

  まず最初は、その整備状況であります。職員、皆さんが業務で利用するそういった

事務系と、いわゆる一般の人たちが会議室や研修室借りたとき、あるいはホール等で

どの程度使えるのか。そういう事務系は主に有線、公衆系は主に無線ということにな

るんでしょうか。町の施設の整備状況を教えていただきたいと思います。 

  ２点目は、それを今後どう整備していくかということであります。ちょうど５年前
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の平成２９年の３月定例会で、同じように公衆無線ＬＡＮの整備について一般質問が

ありました。当時の総務部長も整備推進が必要であると答弁しておられるわけですけ

れども、独自の導入だと数千万円、さらに維持費がかかる。セキュリティー対策や費

用対効果など十分調査して検討すると。民間事業者の活用も検討するなどという答弁

でありまして、少し先の課題なのかなと、言うにはそのようにも受け止められたとこ

ろでありました。けれども、現実のほうがさっきのように、一気にここ数年進んでい

るわけであります。民間業者の普及、中継アンテナも増えているという、お聞きしし

ます。もちろんデジタル庁をつくった国も普及を制度面で後押ししているのではない

でしょうか。 

  また、これはたまたまでしょうけども、今、府中町、役場には災害用として地元の

ケーブル業者ちゅピＣＯＭから無料の携帯ルーターを１２台借りておるわけでありま

すが、これも倉庫に眠らせずに、災害のときに使うだけじゃなくて日常の住民利用に

も生かすことも、たちまちはできるんじゃないでしょうか。もちろん利用者が安全に

利用すると、そういうための注意喚起、これもネットでいろいろ公衆無線ＬＡＮの利

用についていろんな注意が出とるわけですけども、そういうところももちろん必要で

しょうし、パスワードの管理のやり方もいろいろあるんじゃないかと思います。 

  そういったことも整理しながら、しかしこれだけ住民ニーズも高まって、技術革新

も進んで、町内でもいろんな普及も進んでいると。そういうところで急ぐべきではな

いか。今後どう対応していくかということについての考えもお聞かせ願いたいと思い

ます。 

  以上、第１の質問です。よろしくお願いします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  総務企画部長。 

○総務企画部長（増田康洋君） 総務企画部長です。６番、田中議員の一般質問、無線

ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備についてに関し、答弁いたします。 

  １、町が管理する施設のネット環境の現状についてです。まず、職員の執務室での

利用につきましては、仮想環境によりインターネット接続を行っているところです。

本庁舎の会議室等につきましては、有線でインターネット接続を行っており、ウエブ

会議や研修等に利用をしております。出先機関のうち、くすのきプラザにつきまして

は、アリーナ、ギャラリーにおいて有線でインターネットに接続することが可能です。
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それ以外の公共施設につきましては、職員の執務室以外利用ができない状態となって

おります。そのほか、ネウボラ事業のタブレットを利用した電子カルテ作成業務にお

いて、閉域網のＳＩＭカードを利用したり、府中南公民館の主催事業において、無線

ルーターを用いてインターネット環境を利用している実例などもございます。新府中

公民館におきましても、主催事業においてインターネット環境が利用できるよう準備

をしております。 

  次に、住民が利用される場の整備状況ですが、現在のところ無線ＬＡＮが利用でき

る公共施設はございません。ただし、図書館のインターネット利用コーナーでデスク

トップパソコンを利用者向けに提供したり、災害時に避難所に無線ＬＡＮを設置する

などの設備は整えています。 

  続きまして、２、今後の整備方針についてです。国の支援、すなわち国庫補助金に

つきましてメニューは制度化されているところです。しかし、財政力指数が０．８以

下であること、または過疎地域等であることなど対象となる諸要件に本町は該当して

おりません。ちなみに、令和３年度の本町の財政力指数は、０．８４２となっており

ます。民間業者との連携につきましては、現在のところ、避難所に設置することとし

ている無線ルーターを、「株式会社ちゅピＣＯＭひろしま」から提供していただいて

おります。 

  次に、災害用の携帯ルーターの日常転用についてですが、利用者認証に係るパスワ

ード設定ができないため、総務省のＷｉ－Ｆｉに関するガイドラインを満たさないこ

と、また災害用ルーターを平時に利用した場合、接続するためのパスワード等を公開

するため、災害時に避難された方が接続する際、避難者でない方のアクセスが集中し、

接続上限を超える可能性があることなどの理由から、現時点では難しいと考えており

ます。 

  次に、安全性確保や情報管理などの課題についてですが、職員が利用する環境と住

民の方が利用される環境は、セキュリティーの面から別にする必要があること、また、

総務省のＷｉ－Ｆｉに関するガイドラインにおいて、利用者認証に係るパスワード設

定が必要であるなどの、各種のセキュリティー確保が求められていることなどが挙げ

られます。 

  コロナ禍におきまして、ウェブ会議やインターネットを活用した講演等も増加して

おり、公共施設においてインターネット環境を利用したいというニーズも増加するも
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のと見込まれます。後期実施計画におきましては、社会機能維持の観点からテレワー

クや庁舎内モバイルワークなど公務を行う職員を対象としたデジタル化を中心に計上

したところですが、公共施設のインターネット環境整備についても各施設のニーズや

セキュリティー面、費用面など、引き続き調査・研究してまいりたいというふうに考

えています。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○副議長（西山 優君） ２回目の質問ございますか。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 田中です。ありがとうございます。 

  現状としては、やはり役場の職員が仕事に使うところは大いに活用されているとい

うことでありますけども、一般の住民利用のところは、町の主催事業以外はほとんど

できないという現状、これよく分かりました。 

  近隣の市町にちょっと問い合わせてみたんですけども、やはりまだ整備もまちまち

のようではあります。広島市内の区民センターは使えるということですけども、グル

ープによっては、だから、くすのきプラザじゃ駄目じゃけえ、東区民を借りようで、

ようなこともされてるミーティングは、東区民へ行こうでという方もおられるようで

すし、いややっぱりマックでいいんじゃないという形で、マクドナルドで開いたりす

る例もあるようです。せっかくくすのきがあるのに使えないのはもったいないという

ことでありますが。海田町は立派な、この間、織田幹雄記念アリーナができて、ええ

のができたね言うて、ちょっと聞いてみたわけですが、すみません、外面は立派なん

ですが、Ｗｉ－Ｆｉ駄目ですということでありました。坂町には、もうちょっと古い

けど、これより立派なサンスターホール、ここは防災拠点ではありますけども、日常

の利用者には先ほどの携帯ルーターを貸し出し、そういう方式ので使えるということ

のようであります。 

  私のようなＩＴ音痴のじじいですら、ここ一、二年、何回オンライン会議に引きず

り込まれたことかと。皆様も同じであると思うわけですが、オンライン飲み会なんか

もあったりするわけですけれども、やはりこれが今コミュニケーションの道具として、

社会生活のインフラにもう定着してきているわけであります。ぐずぐずしているわけ

にはいかないと思うわけであります。 

  御答弁は引き続き、調査・研究してまいりたいというところですが、そこらもぜひ
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近隣に後れを取って、せっかくこっちでやりよった会議を向こうにとられる、とられ

るというか、逃がさないようにも調査・研究していただきたいと指摘しておきます。 

  それから、たちまちの整備でいろんな工夫できるんじゃないかと。国の補助とか、

あるいはちゅピＣＯＭの今、災害用だとか、そこも研究課題ということですが、国庫

補助は財政力指数が高過ぎて府中はできない。優秀過ぎるわけ、あんたとこ駄目やと

いうことのようですけども、ならば、ちょっと午前中にも指摘しましたけど、コロナ

の交付金とか地方創生臨時交付金、これは優秀だろうが何だろうが関係ないわけで、

こういうところも含めて、この整備について検討すべきではないだろうかと思うわけ

であります。 

  それから、ちゅピＣＯＭの災害用の携帯ルーターが日常にはできないと。総務省の

ガイドラインがある。一気に多数が使われるとアップするという問題があるようです

けれども、ここはちょっと私も素人であれなんですが、限られた会議室で、限られた

ミーティングやる場合ならできるんじゃないんでしょうか。先ほどの坂町のようなル

ーター貸出し方式、これはできるんじゃないかという気もするわけであります。研究

の余地があるのではないかと、指摘させてください。 

  ちゅぴＣＯＭのルーター、今１２台、無償提供、府中が受けとるわけですけども、

これを常には避難所以外のところへ倉庫に眠らせておって、避難所ができたとき、ぱ

っと持っていくと。それはそれ、せっかくなのに、ほいじゃ最初から避難所になるよ

うなくすのきなり、どこなり置いとってもいいんじゃないかと、こういうもったいな

いことを考えるのは、やはり何とかなるんじゃないかという気もしないではないので、

ここも研究課題として、ぜひ調査・研究いただきたいと思います。ちゅぴＣＯＭの担

当者に聞くと、あれは災害用ということで提供しとるけど、ええんよ、何に使うても

いいんじゃけ、役場でやってくださいよみたいなことを言っておられました。企業の

地域貢献として１２台府中に貸し出されておるわけですから、何か工夫ができやせん

かという気はするわけであります。ちゅピＣＯＭについては、我が府中町も１５０万

円を出資しておる第三セクターでありますから、株主として、そこの何か工夫して、

もうちょっと使わせてやという交渉する、そういう権利はある、私はそう思うわけで

あります。こうした点も指摘させていただいておきます。 

  再質問と言っても課題の指摘ではありますけども、もうちょっと何とかなるんじゃ

ないのみたいなところが、私としては言いたいわけであります。 
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  以上、これだけ普及が進んで、しかもコロナもあって、ネット環境に対するニーズ

が高まっている現状で、調査・研究さらに進めていくべきだろうと思うわけでありま

すが、何か重ねて見解があればお聞きします。災害用の工夫だとか、あるいは今のい

ろんな制度の交付の活用だとか、たちまちの利用でも少し工夫できるんじゃないのと

思う点がやはりちょっと、せこいじじいとしては気になるわけでありますが、何か御

見解があれば、答弁お願いします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  情報管理課長。 

○情報管理課長（藤永政己君） 情報管理課長です。ただいま田中議員のほうからいろ

いろと御指摘をいただきまして、交付金の活用であるとか、ちゅピＣＯＭのＷｉ－Ｆ

ｉを平時でも利用できないかというところも御指摘いただきましたので、それぞれ各

施設、その利用者の方のニーズも違ってこようかと思いますので、そういったところ

のニーズも含めて、今後研究してまいりたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

  以上です。 

○副議長（西山 優君） ３回目の質問ございますか。 

  ６番、田中議員。 

○６番（田中伸武君） 終わります。 

○副議長（西山 優君） 以上で、第６項、無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）の整備について、

６番、田中議員の質問を終わります。 

  皆さん、どうしましょう。このままいくか。休憩を取りますか。いきます、はい。 

  でしたら、続いてまいります。 

  休憩。はい、じゃ休憩を。３時２０分まで休憩といたします。休憩。 

（休憩 午後３時１２分） 

 

（再開 午後３時２０分） 

○副議長（西山 優君） 休憩中の議会を再開します。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（西山 優君） 続いて、総務文教関係、第７項、公共施設等総合管理計画改

訂（案）について、１１番、寺尾議員の質問を行います。 
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  １１番、寺尾議員。 

○１１番（寺尾光司君） １１番、寺尾です。私は公共施設等の総合管理計画、現在改

訂作業中ということで、それに関しまして一般質問をさせていただきます。 

  公共施設管理計画は、人口減少などによる公共施設等の利用需要が変化していくこ

とを踏まえ、長期的な視点をもって公共施設等の更新などを計画的に行うために策定

するものであり、総務省から策定指針が示されておりまして、全国の自治体で取り組

まれているというものでございます。計画に定められました公共施設の集約化・複合

化、長寿命化、除却などの各種事業に対しまして、後年度の交付税措置がある有利な

地方債が充当できるというものでございます。 

  町では、平成２８年度に当初計画を策定し、５年を経た現在、改訂作業を進められ

ております。住民に対する意見募集（パブリックコメント）が先月の２月１日から

１８日にあり、改訂案が公表されましたので、その案の内容などについてお伺いをい

たします。 

  まず１つ目ですが、最初にこの計画の目的、概要と今回の改定のポイントについて

お聞かせをいただきたいと思います。 

  ２つ目、次に改訂案の中の各公共施設の今後の方針について、気になる点が若干あ

りますので、その点についてお聞かせをください。 

  １つ目としてまず、町内会に無償貸付を行っております柳ヶ丘町内会集会所に関す

る記述で、これについて計画案では老朽化が著しく進行しているため、地元町内会と

の調整により廃止を決定し、令和５年、２０２３年度に解体予定ですと新たに記載を

されておりますが、その調整経過と解体後の土地利用計画などについてお聞かせをく

ださい。 

  次に、南公民館に関する記述ですが、これにつきましては、耐震性も確保されてい

ない施設との複合化について検討を行いますと新たに記載をされております。この複

合化、対象施設とは具体的にはどういう施設でしょうか。また、その検討内容ついて

お聞かせをください。 

  次に、くすのきプラザに隣接する町立体育場、体育館に関しましては、計画の改定

前が、記載として利用実態も踏まえた機能回復について検討した上で除却しますとい

う表現から、老朽化が著しく進行しているため除却しますと、機能回復という文字、

表現がなくなっておりますが、その理由をお知らせをください。 
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  続きまして、町営住宅の山田ブロック住宅と五反田住宅につきましては、改定前の

計画が、集約化による効率的な土地利用を検討しますという表現になっておりました

が、今回では、集約建て替えを検討しますという表現に変わっておりますが、建て替

えについて検討が前に進んだかどうかという意味であるのかということについてお伺

いします。 

  次に、改定前には記載がありませんでしたが、鶴江１丁目の民間より買取りを行い

ました土地建物でありますダーナサイナス、ここではこの計画では鶴江仮住居という

名称になっておりますが、これにつきまして書いてあるのが、現在、町内会集会所、

ファミリーサポートセンター、観光協会事務所として使用しておりますが、令和７年、

２０２５年度に廃止、売却予定ですと。売却処分とその年度が明記されていますが、

既にこの処分は決定されたということでしょうかということでお伺いします。 

  また、緑ヶ丘にございます旧朝泊のため池につきましても、普通財産として利活用

予定がなく、毎年度除草等の経費がかかっているため、令和６年、２０２４年度に売

却予定ですと。これも新たに明記をされておりますが、これについても処分が決定さ

れたかどうかについて、お伺いをしたいと思います。 

  次に、③の改訂作業に当たってということですが、町民の方を対象に意見募集（パ

ブリックコメント）を実施されておりますが、議会との情報共有等はどのように行わ

れたか、また今後その予定があるかについてお伺いをします。 

  総務省が示しております策定指針の留意事項の４という項目がありますが、ここに

議会や住民との情報共有等という項目がありまして、当該団体における公共施設等の

最適な配置を検討するに当たっては、まちづくりの在り方に関わるものであるから、

個別施設の老朽化対策等を行う事業実施段階においてのみならず、総合管理計画の策

定、改訂段階においても議会や住民への十分な情報提供等を行いつつ進めていくこと

が望ましいと記されております。本計画は、府中町の今後のまちづくりに大きく関わ

るものであり、議会や住民との情報共有など不可欠だと思います。この辺について、

どのようにお考えでしょうか。お伺いをいたします。 

  ④次に今回の計画策定以外でも、町ではまちづくりの基本となる各種計画を毎年の

ように書いて策定作業を行われております。策定過程における議会・議員との情報共

有、議員への概要説明、質疑、意見照会の方法については、どのように考えられてお

られるでしょうか。お伺いをします。計画によっては、事前に議員へ説明するものが
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あったりなかったりと、特に基準がないというふうに感じております。町執行部とし

て情報共有の方法の見直し、基準づくりなどの考え方はあるかどうかについてもお伺

いしたいと思います。 

  以上、答弁方、よろしくお願いをいたします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  財務部長。 

○財務部長（胡子幸穂君） 財務部長です。１１番、寺尾議員の一般質問、公共施設等

総合管理計画改訂（案）について答弁いたします。 

  １つ目の、この計画の目的、概要と今回の改訂のポイントについてお答えします。

府中町の公共施設等総合管理計画は平成２８年度に策定されました。令和３年度で

５年が経過したことから見直しを行ったものです。当該計画の概要につきましては、

建築物や道路、橋梁、下水道、公園など全ての公共施設を対象とし、総合的な視点で

の必要経費の見通しを立て、将来的に財源が減少していく中で、いかにして公共サー

ビスを持続させていくのかという方針を定めるものです。府中町では、昭和３０年代

から昭和５０年代の高度経済成長期の人口増加に合わせて、集中的に公共施設の整備

を進めており、それらの公共施設等の多くで老朽化が進行し、施設の更新や維持管理

に必要な費用が増大することが予想されます。限られた財源で公共サービスを持続的

に提供していくため、長期的な視点を持って公共施設の長寿命化や計画的な更新を進

めるため、平成２８年度に当該計画を策定し、今回、改訂を行うものでございます。 

  今回の改訂ポイントは３点ございます。まず１点目として、計画策定から５年が経

過しておりますので、平成２８年度以降に策定、改訂された個別計画及び実績を反映

しております。２点目です。今後４０年間の公共施設の維持管理・更新等に係る経費

の中長期試算を行い、施設を耐用年数経過時に単純更新した場合と、長寿命化を反映

した場合を比較して、その効果額を試算しています。３点目です。施設更新時期の集

中等による財政負担の平準化を検討しております。 

  ２つ目の各施設の今後の方針についてお答えします。最初に、柳ヶ丘町内会集会所

です。柳ヶ丘町内会集会所は、柳ヶ丘の旧所有者から寄附を受け、現在、令和４年度

末まで地元町内会である柳ヶ丘第５町内会に無償貸付を行っております。解体に向け

た調整経過ですが、当該施設は建築後６１年が経過し、老朽化が進行しており、耐震

性も確保されていないため、地元町内会と今後の施設の在り方について協議を行った
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結果、令和５年度に解体を予定するものでございます。解体後の土地利用計画につい

ては、地元町内会と協議の上、活用方法について検討中です。 

  続いて、府中南公民館です。府中南公民館の改築につきましては、計画的な施設集

約化や複合化を行うことにより交付税措置のある有利な地方債（公共施設等適正管理

推進事業債）の活用を計画しております。複合化対象施設としましては、老朽化した

施設などから、今後抽出し検討してまいります。また、検討内容につきましては、施

設規模の抑制や設備の共有化等による整備費の削減、及び管理・運営の共有化による

効率的な施設運営における維持管理費の削減、並びに施設の地域バランスによる利用

者の利便性などについて検討するものでございます。 

  続いて、町立体育場です。町立体育場は、築後６４年が経過し著しく老朽化してい

る状況です。修繕や機能回復のためには多額な経費が予想されることから、まず、除

却をする方針で、利用状況の現状把握や周辺施設への利用促進も選択肢とし、今後の

対応について、引き続き検討を行うこととしております。 

  続いて、町営住宅です。町営住宅については、令和２年度に改定された府中町町営

住宅長寿命化計画を反映させ、山田ブロック住宅と五反田住宅については、集約建て

替えを検討しますといたしました。今後、具体的な個別整備計画の立案を行うもので

ございます。 

  鶴江仮住居（ダーナサイナス）及び旧朝泊ため池については、第４次総合計画の後

期実施計画の町有地売却事業において、旧朝泊ため池については、令和６年度、鶴江

仮住宅については、令和７年度に目標年度が設定されましたので、それを反映したも

のです。 

  公共施設等総合管理計画は、長期的・総合的な視点に立って公共サービスを持続さ

れていくための基本的な方針を定めるものであり、この計画の記載をもって、財産の

処分等について決定するものではございません。財産の処分等を行う際は、これまで

と同様、個別に丁寧な御説明をしていく予定でございます。 

  改訂に伴う意見募集手続制度（パブリックコメント）につきましては、実施要項に

基づき、令和４年２月１日から１８日の期間で実施しており、議員の皆様方にはパブ

リックコメントを実施する旨の通知をいたしております。今回の公共施設等総合管理

計画の改訂に当たりましては、平成２８年度の現計画策定当時も事前説明等は行って

いなかったこと、現計画の基本方針・実施方針は原則踏襲していることなどの理由に



- 70 - 

より、策定前の概要説明等までは必要はないと判断いたしました。なお、計画改訂後、

４月の総務文教委員会で本計画の内容について御説明をする予定としております。 

  各種計画の策定段階での議会との情報共有、議員の皆様方への概要説明についてで

す。このたびの公共施設等総合管理計画の改訂においては、意見募集手続制度に基づ

いた取扱いをさせていただきましたが、一方で、ほかの計画を見てみますと、第４次

総合計画や地域公共交通網形成計画など意見募集の前に全員協議会や常任委員会で概

要説明を行っている事例もございます。中にはケース・バイ・ケースということもあ

ろうかとは思いますが、しかしながら、一定のルールづくりの必要性も感じていると

ころです。各種計画策定における案段階での議会との情報については、今後、研究・

検討してまいりたいと考えております。 

  答弁は以上です。よろしくお願いします。 

○副議長（西山 優君） ２回目の質問ございますか。 

  １１番、寺尾議員。 

○１１番（寺尾光司君） 答弁、ありがとうございました。 

  この公共施設等総合管理計画は、長期的な視点を持って公共施設の長寿命化や計画

的な更新を進めるための計画ということであり、まさに町の公共施設の基本計画に当

たるものということでございます。改定に当たっては、個別計画や実績の反映、効果

額の試算、財政負担の平準化を図ることがポイントだということでございます。 

  今回の改訂案におきまして、各個別の施設の記載について気になった点をお伺いし、

丁寧に御説明いただきました。柳ヶ丘の町内会集会所の跡地の利用計画は検討中とい

うことです。この町内会集会所は寄附を受けたものということでございますが、町の

公共施設を、普通財産ですね、町の普通財産を丸々１棟を地元町内会に無償で貸付け

している唯一の例だと思いますので、この経緯について少し補足して説明をしていた

だきたいと思います。 

  南公民館の件ですが、南公民館と複合化する施設については、今後、施設を抽出し

て検討するということですが、これがいまいち、どういう施設と複合化するのかとい

うのが、なかなか私自身、想定がつかないということでございます。具体的な対象施

設があるというのなら、早めに提示していただきたいと思います。本当にちょっと思

いつかないということでございます。 

  次に、町立体育場の体育館ですが、機能回復のためには多額の経費が予想されるこ
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とから、まず除却をする方針とし、今後の対応については引き続き検討を行うという

ことで、こういう答弁は結局、基本は除却前提で考えているということだと思います。

機能回復につきましては、既存の周辺の施設、くすのきプラザとか府中公民館、小学

校、府中小学校の体育館などで対応するという意味であると理解してよろしいのかと

いうことです。そういうことならば、既存の施設で対応するということなれば、今後、

利用調整とか使用料の調整とかいうのが必要だというふうに思っております。 

  次に、町営住宅の山田ブロック住宅と五反田住宅の集約建て替えにつきましては、

昨年度改定された町営住宅長寿命化計画に基づき建て替えるということでございます

が、この長寿命化計画というのが公表されているかどうかについて、ちょっとお伺い

をしたいと思います。また、具体的な建て替えの時期、規模、また場所などは現段階

までの検討状況の内容について教えていただけるものがあれば教えていただきたいと

いうふうに思います。 

  鶴江の仮住居、旧朝泊ため池の町有地の売却の件でございますが、昨年度、策定さ

れました実施計画に、歳入の事業として売却が計上されていたものを反映したという

ことでございます。財産処分について直ちに決定したというものではない、財源計画

の１つとして検討を予定しているものだという回答でございました。この公共施設等

総合管理計画に今回、鶴江の仮住居はその他の行政施設として、また旧朝泊ため池は

公有地の中の基本的な方針として、年度を明記して処分が新たにかけられていたもの

で、ちょっと確認のためにお伺いしたというものでございます。財源確保対策として

の土地処分でございますので、町の財政状況や事業の実施状況は毎年変わっておりま

す。その時々に判断は見直されて当然であり、計画に上がっているから、そのとおり

処分するというものではないものと理解をしております。特に当該町有地は、町の市

街地内に残ったある程度の規模面積を有する大変貴重な土地でございまして、今後、

検討を進める必要があると思われる消防庁舎や役場庁舎の再整備の種地、代替地とし

ても十分検討できる土地ではないかと思っております。将来的な公共施設整備を考え

る上で、いろいろ考えなければならないのではないでしょうか。そういった視点から

も検討をぜひ進めていただき、そういった視点も含めて処分することが不可欠、やむ

を得ないという判断に立ったら、やむを得ないというふうに思っております。また、

答弁にもありましたように、ある程度まとまった面積の土地を処分する場合は、町民

の関心も高いものでございますから、これまでもそうだったように事前に丁寧な説明
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をお願いしたいと思っております。 

  次に、議会との情報共有の方法についてでございます。答弁では、議員へは町の住

民意見公募の要綱に基づき、意見公募を実施する旨の通知をしたということでござい

ます。議員への事前説明は、５年前の当初計画を作成した当時、説明をしていなかっ

た。今回は基本的な部分は大きく変わっていない。改定後に常任委員会で説明する予

定であるとのことでございます。私自身、行政のほうの出身ですから、事務方の気持

ちとしては、気持ちは理解はできます。前と同じやり方でやっているのにということ

であると思います。しかし私から言えば、立場が変われば少し見えるものが違ったり

する部分があります。やはり議員としては、住民の代表として町の基本方針の策定に

関しましては、意見とか要望を伝えたいし、これが私の仕事である部分であるという

ふうに思っております。スケジュール的なものがありますので、今回の計画改訂作業

についてこれ以上申し上げることはありませんが、やはり住民に意見を聞く、意見を

募るということなら、やはり議員へも同じようにという思いはやっぱり必要ではなか

ったかなというふうに思っております。 

  次の項目です。一般的な計画策定における議員との情報共有についてですが、これ

は財務部ということじゃなくて、町全体に係ることだと思いますが、これまで一定の

ルールがないので、そういった一定のルールづくりの必要性を感じる、今後、研究・

検討してまいりたいという答弁でございました。早急に基準づくりを進めるべきだと

思います。各計画担当の考え方や議員側の捉え方のほうで、議員へ説明したりしなか

ったりということが生じております。議員として、調査・研究や意見表明する公平な

機会が確保されないということになります。どういったスケジュール感を持って、基

準づくりや紹介方法の見直しを進めていくか、お伺いをいたします。また、そういっ

たルールづくり、研究・検討を行っている段階での各種計画策定での議員との情報共

有はどのように取り扱おうと思われておりますか。これまでと何も変わらず、ケー

ス・バイ・ケースということにはならないと思いますが、いかがでございましょうか。 

  また一方、町の府中町意見募集手続制度実施要綱では、意見公募の目的は行政運営

の透明性の向上と町民の町政への参加機会の充実を図ることとし、対象となる意見公

募の対象となる施策として、まず１つが、町の基本構想及び個別の行政分野における

基本方針の策定または重要な変更、２つ目として、基本方針を定める条例の制定改廃、

３つ目として、義務を課し、または権利を制限する条例の制定改廃、その他となって
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おります。つまり、住民意見公募をする計画は、町の個別の行政分野の基本方針であ

ると、そうで認識をしている計画であるということでございます。だから、せめてこ

うした計画については、まず計画策定段階において議員に意見照会すべきものと思っ

ております。住民の方に意見を聞いて、議員には聞かないということにはならないと

思います。こうしたルールを議会と協議の上、取り組めたらいかがでしょうか。再度、

御見解をお伺いをいたします。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  財務部長。 

○財務部長（胡子幸穂君） 財務部長です。１１番、寺尾議員の２回目の質問について

答弁いたします。 

  １点目、個別の施設についてですが、柳ヶ丘町内会集会所の取得経過につきまして

は、平成２５年３月に柳ヶ丘の旧所有者から土地及び建物の寄附を受けた際、地元町

内会活動等に活用させていただくこととして受領して、現在に至っております。 

  府中南公民館と複合化する施設については、今後、予算措置も含めて検討していく

中で決定する必要があり、地域バランス等も考慮するなど選定条件が複雑に絡み合っ

ていることから、検討には時間を要するものと考えております。そのため、方向性が

見い出せた段階で公表とすることを考えております。 

  町立体育場は、議員御指摘のとおり、今後、周辺施設を基本的に候補施設として利

用調整を図るなど、町立体育場の解体に向けた準備を行うものと考えております。 

  町営住宅長寿命化計画は現在ホームページで公開しており、町営住宅の山田ブロッ

ク住宅と五反田住宅については、山田ブロック住宅側に集約建て替えをすることとし

ておりますが、まだ具体的な整備計画は策定しておりません。そのため、今後の整備

計画を策定する中で、建て替え時期や規模については公表するものと考えております。 

  鶴江仮住居及び旧朝泊ため池については、これまで普通財産として管理する中で、

いろいろな利活用が検討されておりますが、現在の活用方法としては、売却し自主財

源を確保することが最終案となっております。議員御指摘のとおり、売却予定時期ま

でに最も理想的な案が出れば、方針の見直しも視野に適切な対応を図りたいと考えて

おります。 

  ２点目の公共施設等総合管理計画改訂（案）における議会との情報共有の方法は、

についてですが、当該計画については、上位計画である基本計画を基に、平成２８年
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度以降に個別計画の策定及び改訂したものと、現計画の５年間の実績を踏まえた見直

しであり、このたびの改訂においては、各施設の基本的な対応を新たに決めるような

案件を伴わないことから、計画改定後、常任委員会で御説明することといたしました。

次期当該計画の改訂の際に、当該計画で新規に各施設の対応を決定する案件がある場

合は議員御指摘の議会や住民への情報提供、情報共有につきましては十分に配慮して

まいりたいと考えております。 

  私からは以上です。 

○副議長（西山 優君） 総務課長兼職次長。 

○総務企画部次長兼総務課長（森本雅生君） 総務課長兼職次長です。１１番、寺尾議

員の計画策定に係る議会との情報共有についての質問に対して答弁いたします。 

  府中町意見募集手続制度実施要綱は平成２７年９月から施行し、平成２７年１２月

１日以後に策定の意思決定を行う施策から適用しておりますが、このたびの公共施設

等総合管理計画改訂（案）につきましても、実施要綱にのっとり議会へ町民の意見募

集手続を実施する旨を書面により通知させていただくことで対応しておりました。し

かし、１回目の質問で財務部長のほうが答弁いたしましたが、計画によって議会への

概要説明を行ったり行わなかったりという状態が適正であるとは考えておりませんし、

また議員がおっしゃいますとおり、議員への意見照会の必要も感じているところです。 

  議会と協議の上、取り決めてはどうかという御提案をいただきましたので、できる

だけ早期に取り組んでまいりたいと考えます。 

  答弁は以上です。 

○副議長（西山 優君） ３回目の質問ございますか。 

  １１番、寺尾議員。 

○１１番（寺尾光司君） 一般的な計画策定に係る議会との情報共有の部分につきまし

ては、議員と協議の上、できるだけ早期に取り組んでまいりたいという非常に前向き

な、積極的な答弁をいただきました。よろしくお願いしたいと思います。議長、副議

長に対しましても、執行部と協議の上、そういったルール化について早い時期に決め

ていただきたいということをお願いして、私の質問を終わります。ありがとうござい

ました。 

○副議長（西山 優君） 以上で、第７項、公共施設等総合管理計画改訂（案）につい

て、１１番、寺尾議員の質問を終わります。 
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  続いて、総務文教関係、第８項、新たに実施される公立高等学校入学者選抜制度に

ついて、１３番、三宅議員の質問を行います。 

  １３番、三宅議員。 

○１３番（三宅健治君） １３番、三宅です。質問に入ります前に、資料の質問趣旨の

１行目、広島県公立高等学校入学者選抜制度制、制の字が繰り返されております。訂

正しておわび申し上げます。失礼いたしました。 

  それでは改めまして、新たに実施される公立高等学校入学者選抜制度について質問

いたします。質問の趣旨ですが、２００１年、平成１３年から実施されている現行の

入試制度が２２年ぶりに抜本的に見直され、２０２３年、令和５年度から新たな制度

で実施されます。当初は令和３年度から段階的に実施する方針が示されておりました

が、在校生などから在校中の制度変更に対して反対の意見が多数出たため、令和５年

からの変更実施に先送りとした経緯があります。 

  このことから、十分な準備期間があったにもかかわらず、入試まで１年を切った現

在に至っても、各町内学校で制度変更のパンフレットの配布はされているものの、県

のホームページ、新聞報道などを見ても具体的な内容について理解することが困難で

あるとの声が聞こえてきます。将来を左右する高等学校の受験制度という関心の高い

事柄であるにもかかわらず、住民への十分な周知がされていないと思います。そこで、

新たな制度の概要、大きな変更点について、また府中町の取組についてお聞かせくだ

さい。 

○副議長（西山 優君） 答弁。 

  教育部長。 

○教育部長（榎並隆浩君） 教育部長です。１３番、三宅議員、新たに実施される公立

高等学校入学者選抜制度について、に答弁します。 

  御質問の新たな制度の概要とそれに対する府中町の取組についてですが、令和５年

度から広島県公立高等学校の入学者選抜制度が変わります。この変更は、広島県教育

委員会が「１５歳の生徒に身につけておいてもらいたい力」としてまとめた「自己を

認識し、自分の人生を選択し表現することができる力」を評価するためです。 

  具体的には、主体的に志望校を選択できるよう全ての高等学校の教育目標や育てた

い生徒像などを事前に公表し、調査書の簡素化、入学者選抜に係る期間の短縮などが

行われます。特に大きな変更は、現在の選抜１（推薦入試）がなくなり、選抜２（一
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般入試）で受検生全員に「自己表現」を実施することとなります。自分自身のことや、

高等学校に入学した後の目標などについて、受検生が自分で選んだ言葉や方法で表現

します。例えば、演奏や事前に撮影した動画や写真などをタブレットで示すことも可

能です。 

  具体的な選抜日程や自己表現の評価方法などについては、広島県教育委員会からま

だ公表されておりませんが、表現する内容は、本町が教育活動の基本理念にも据えて

小中学校を通して取り組んできた「志の教育」の内容であり、制度が変わったことで

特に教育活動を変えることはございません。 

  町内各小中学校では、日々の授業や学校行事、特に学習発表会や職場体験を関連づ

けながら、発達段階に応じて自己を認識し、自分の人生を選択して表現することに質

の高い内容で取り組んでおります。例えば、小学校ではゲストティーチャーの講話や

読書活動など様々な学びを通して自身を振り返り、「よりよい生き方をするために、

これから自分が何をするのか」について、級友や保護者に発表することで理解を深め

ています。中学校では、地域の職業人の講話、質疑応答を通して触れたその人生観、

勤労観、実際に現場でその現状に触れる職場体験などの学びから、中学２年生が自分

の生き方についてプレゼンテーションする「よりよい生き方コンテスト」を実施して

おります。また、中学３年生になり、２年生で考えた自分の将来をどのように考えて

進路決定につなげていったかを、１・２年生に伝える「立志の会」などの取組も行っ

ております。このように、小中学校を通して「志の教育」に取り組んでおります。 

  次に、保護者への周知方法ですが、これまで公表されている新制度の内容につきま

しては、両中学校では県教委のパンフレットを配布するなどをして周知しております。

また今後、発表される予定の日程等詳細についても、新年度に入り各中学校が行う進

路説明会など様々な機会を通して速やかに周知する予定でございます。 

  今後、生徒たちが新しい入学者選抜制度において、小中学校で取り組んだ成果を効

果的に発揮できるよう、引き続き、府中町教育委員会として指導してまいりたいと思

います。 

  答弁は以上です。よろしくお願いいたします。 

○副議長（西山 優君） ２回目の質問ございますか。 

  １３番、三宅議員。 

○１３番（三宅健治君） 答弁ありがとうございました。 
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  入試まで１年を切り、不安を抱えている生徒、保護者の立場から、また同世代の娘

を持つ親の１人として、このたび質問させていただきました。県が主体となって行わ

れている制度改革であり、情報が限られている中で答弁いただき、ありがとうござい

ました。新制度の詳しい内容につきましては、３月１９日土曜日に、県教委の平川教

育長が出演して、ＹｏｕＴｕｂｅにてライブ配信されるということなので、そちらの

ほうで確認したいと思います。 

  さて、府中町としての取組ですが、町内の各小中学校では、日々の授業や学校行事

の中で、発達段階に応じ自分を認識し、自分の人生を選択し表現する、このことに取

り組んでおり、表現する内容は府中町が教育活動の基本理念に掲げて取り組んできた

「志の教育」の内容であり、制度が変わったことで特に教育活動を変えることはない

との答弁でしたので、これまでの教育活動の延長線上に高校入試があり、十分に対応

できると理解をいたしました。 

  とはいえ、ほとんどの生徒が初めて迎える受検であり、これまでにない新たな制度

の下で行われる高校入試は、保護者も含めてとても不安なことと思います。そこで、

まず１点目、自己表現への対応として、県教委学びの変革推進課長は県議会、文教委

員会の中で、生徒自身による自己表現カードの作成や全ての受検生への面談で、中学

生の指導では、地域の人たちの力を借りるのも選択肢になるとし、自己表現カードの

作成や面接について、学校の指導にはなかなか手間がかかってくる部分もある。この

ことから、地域住民が学校運営に参加するコミュニティースクールを引き合いに、学

校だけで全てを完結させるのではなく、地域の方々を含めた力を借りながら、必要な

対応をしたいと述べられております。また、令和４年３月８日付の中国新聞では、廿

日市市の事例として、面接方式の自己表現の対策に地元住民や商工会職員が面接官役

として協力している記事が紹介されています。府中町においても、地域住民の協力を

いただき、地域社会全体で府中町の将来を支える子どもたちを育てる環境づくりを進

めていただくよう要望いたします。 

  次に、２点目といたしまして、昨年の公立高校入試の際に、要綱では持ち込めない

コンパスを机の上に置いたことにより受検無効となった事件がありました。しかし、

ほかの受検会場では、同様ケースで試験官が注意を促し、コンパスを片づけて受検が

続けられたということもありました。ルールはルールとしてあるものの、試験会場間

での不公平や教育的な配慮が問題となりました。新たな入試制度の自己表現では、題
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材の自由度があり、タブレット、楽器等を持ち込めることになっております。子ども

の将来を左右するような同様の事態を繰り返さないためにも、町内中学校の教員に対

して、このたびの制度変更に対する研修を十分に行っていただくよう要望いたします。 

  この２点を要望して、私の質問を終わります。 

○副議長（西山 優君） 以上で、第８項、新たに実施される公立高等学校入学者選抜

制度について、１３番、三宅議員の質問を終わります。 

  以上で、総務文教関係の質問全部を終わります。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～○～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○副議長（西山 優君） ここでお諮りします。 

  本日は、これをもって延会としたいと思いますが御異議ございませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長（西山 優君） 御異議なしと認めます。よって、本日はこれをもって延会と

し、次回は３月１５日午前９時３０分から会議を開きます。御苦労さまでした。 

（延会 午後 ４時０７分） 

 

 

 


